
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

くらしのガイドブック 
 

(改訂版) 
 
 
 

困った！そんなとき、きっと役に立ちます 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

小さくても 活力と 笑顔溢れる  

しあわせの郷 
 
 
 

岩手県九戸村 



村章 
 

 

九戸村の「九戸」を図案化しています。 

それを囲む円は村民の「団結」と「円満」を表現しています。 
 
 
 
 
 
 

九 戸 村 民 憲 章 
 
 
 

わたくしたちは、きびしい自然の中で先人の拓いた郷土を誇 

りとします。 

わたくしたちは、お互いに助け合い力を合わせ、豊かな自然 

を生かし、より幸せな九戸村の創造を求め、ここに村民憲章を 

定めます。 
 
 
 

わたくしたち九戸村民は 
 

 

一、郷土を愛し 美しい村をつくります 

 一、身体を鍛え 健やかな村をつくります  

一、仕事に励み 豊かな村をつくります 

 一、決りを守り 住みよい村をつくります 

 一、親切を尽し 温かい村をつくります 

 一、文化を高め 明るい村をつくります 
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はじめに 
 

この「くらしのガイドブック」は、役場のさまざまな仕事や各種の手続きなどを、分かりやす 

くまとめたものです。お知りになりたい情報は、目次で探すことができます。さらに詳しい内容 

については、記載している担当課にお尋ねください。 

 

 

◎案内窓口 
 

役場２階の住民生活課の窓口で案内をしています。手続きや申請の担当が分からない、どこに 

問題の処理を頼んだらよいのか知りたいなど、お困りのときはどうぞ気軽にお尋ねください。 

 

 

◎手続き早わかり 
 

● 転入したとき 転入届・・・・・・３頁参照 

・国民健康保険や国民年金加入者の場合、加入手続きも必要です 
 

 

● 転出するとき 転出届・・・・・・３頁参照 

・国民健康保険や国民年金加入者の場合、脱退手続きも必要です 
 

 

● 転居するとき 転居届・・・・・・３頁参照 

 

● 結婚するとき 婚姻届・・・・・・３頁参照 

・国民健康保険や国民年金加入者の場合、変更も必要です 
 

・社会保険加入者の被扶養者の場合、職場への手続きが必要です 
 

 

● 妊娠したとき 母子健康手帳の申請・・・・・・21 頁参照 

 

● 子どもが生まれたとき 出生届・・・・・・３頁参照 

・国民健康保険に加入する場合、加入手続きが必要です 
 

 

● 死亡したとき 死亡届・・・・・・３頁参照 

・国民健康保険や国民年金加入者の場合、脱退の手続きも必要です 
 

・社会保険加入者の被扶養者の場合は、職場への手続きが必要です 
 

・亡くなった方が世帯主の場合、世帯主変更届も必要です 
 

 
※転入、転出、転居の際は、次の手続きをしっかり行いましょう 

 

・上水道・下水道の中止届、精算、開始届、変更届 
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１ 役場の業務 
 

◎役場の業務案内 
 

課室名等 班 名 業 務 内 容 

総務企画課 

（役場３階） 

庶務財政班 庶務、予算、消防、防災、交通安全、広報、財産区 

地域振興班 総合発展計画、行財政改革、統計調査、商工観光 

税務会計課 

（役場２階） 

会計班 
公金の収納・保管、決算の調製、岩手県収入証紙の販

売 

税務徴収班 

土地・家屋評価、固定資産税、資産証明、公図等閲覧 

村民税・国保税・軽自動車税、所得・納税証明、徴収、 

介護保険料、後期高齢者医療保険料 

住民生活課 

（役場２階） 

 

 

（保健衛生班は 

     １階） 

地域福祉班 生活保護、児童福祉、高齢者福祉、障がい者福祉 

 

国保住民班 住民票・戸籍謄本、国民健康保険、後期高齢者医療、 
国民年金、埋火葬・改葬、医療費の給付、パスポート
の申請・交付、マイナンバーカードの各種手続き 

 

保健衛生班 保健活動、各種健診、ごみ・し尿処理、犬の登録・狂 
犬病予防、介護保険 

農林建設課 
農業委員会 

水道事業所 
（役場２階） 

農地農政班 
農業委員会 

農地転用・所有権移転、農業振興地域整備計画、農地・ 
農村基盤整備、農地・施設災害復旧 

 

生産振興班 農産物の生産・出荷・調整、米の生産調整、農林業振 
興資金、畜産・林業振興 

 

地域整備班 道路・河川の維持管理、村営住宅、土木施設の災害復 
旧 

水 環 境 班 
水道事業所 

 

水道、下水道、農業集落排水、合併処理浄化槽 

教育委員会 
（公民館１階） 

教育総務班 学校の管理運営、育英奨学金、学校給食センター 

 

生涯学習班 生涯学習、文化財の保護保存、スポーツ事業、体育施 
設の管理運営、公民館の管理運営 

議会事務局、監査 

（役場４階） 

  

議会運営、監査 

選挙管理委員会 

（役場４階） 

議会事務局 

兼務 

庶務財政班 
選挙に関すること 

（＊上記以外 九戸村土地改良区の事務所が役場２階にあります。） 
 

◎窓口業務時間 
役場・各支所とも平日は、午前８時３０分から午後５時３０分までです。ただし、役場本庁では、

各種証明の発行について午後５時までに担当課等に申し込めば、午後７時まで開庁して対応します。
祝祭日、年末年始（１２月２９日～翌年１月３日）は閉庁します。 
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２ 届出・証明 
 

◎戸籍に関する届出・・・住民生活課国保住民班☎ 42-2111 内線 211 ～ 213 
 

届出種類 届出期間 届出人 届出場所 届出等に必要なもの 注意事項 
 
 
 

出生届 

生 ま れ た 
日 を 含 め 
て １ ４ 日 
以内 

父または母 
（ 父 母 が 届 
出できない 
ときは同居 
者など） 

届 出 人 の 住 
所地、子の本 
籍 地 ま た は 
生まれた所 

①届け書（出生証明書） 
②届け書についた印鑑 
③母子健康手帳 
④子が入る予定の保険証 

子 の 名 前 は、 必 ず 
常 用 漢 字、 ひ ら が 
な、 カ タ カ ナ で 正 
しく書きましょう。 

 

 
 
 

死亡届 

死 亡 の 事 
実 を 知 っ 
た 日 か ら 

７日以内 

親族・親族 
以外の同居 
者・ 家 主、 

または家屋 
（ 土 地 ） の 
管理人 

死 亡 者 の 本 
籍 地、 届 出 
人 の 住 所 地 

ま た は 死 亡 
した所 

①届け書（死亡診断書） 
②届け書についた印鑑 
③ 火 葬 場 使 用 料（ 該 当 

する方のみ） 

届 出 の 前 に 火 葬 場 
の 予 約 を し て く だ 
さ い。 予 約 の 仕 方 

は ７ ペ ー ジ を ご 覧 
ください。 

 

 
 
 
 

婚姻届 

届 出 が あ 
っ た 日 に 
成立 

夫になる人 
及び妻にな 
る人 

夫 婦 い ず れ 
か の 本 籍 地 
ま た は 住 所 
地 

①届け書 
② 届 け 書 に つ い た 印 鑑 
（夫と妻の旧姓のもの 
を各１個） 

③ 国 民 健 康 保 険 証（ 該 
当する方のみ） 

届 け 書 に 証 人（ 成 
年者）２人の署名・ 
押 印 が 必 要。 戸 籍 
謄 本 や 両 親 の 同 意 
書（ 未 成 年 者 の と 
き ） が 必 要 と な る 
ことがあります。 

◆戸籍の届出に関連して、住所などの異動がある場合は、その届出も必要です。 

◆閉庁時の戸籍の届出は、宿・日直室で預かります。ただし書類などが不備な場合は後日来庁していただくこともあります。 
◆戸籍の届出は役場の業務時間にかかわらず、いつでもできることになっています。 

 

◎住民異動の届出・・・住民生活課国保住民班☎ 42-2111 内線 211 ～ 213 
 

届出種類 届出期間 届出に必要なもの 届 出 人 

 
 
 

 
転入届 

引 っ 越 し て き た 
日 か ら １ ４ 日 以 
内 

①転出証明書またはマイナンバーカード 
（前住所地の市区町村で発行） 

②年金手帳または年金証書 
③在学証明書（前住所の小・中学校で発行） 
④国民健康保険被保険者証（転入先世帯 

に国保加入者がいる場合） 
⑤通知カードまたはマイナンバーカード 

（②③④⑤は、該当する方のみ） 

本 人、 世 帯 主 ま た は 
同一世帯に属する方 

 
 

転出届 

引 っ 越 し を す る 
前 か 遅 く と も 越 

し て か ら １ ４ 日 
以内 

①印鑑登録証 
②国民健康保険被保険者証 

③各種医療受給者証 

④マイナンバーカード 

（③④は、該当する方のみ） 

本 人、 世 帯 主 ま た は 
同一世帯に属する方 

 
 

転居届 

引 っ 越 し を し て 
から１４日以内 

①国民健康保険被保険者証 
②各種医療受給者証 

③年金手帳 
※該当する方のみ 

④通知カードまたはマイナンバーカード 

本 人、 世 帯 主 ま た は 
同一世帯に属する方 

世帯（主） 

変更届 

変 更 が あ っ た 日 
から１４日以内 

国民健康保険被保険者証 

※該当する方のみ 

本 人、 世 帯 主 ま た は 
同一世帯に属する方 

◆平成１７年１１月から、上記届出をする方の本人確認が義務付けられました。届出の際は、ご本人の確認ができる書類（運 
転免許証、パスポートなど）をご持参ください。また、代理の方が届け出る場合は、代理の方の本人確認ができる書類と委 
任状が必要になります。（本人と同一世帯の方が届出を行うときには委任状は不要です） 
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◎外国人の登録・・・住民生活課国保住民班☎ 42-2111 内線 211 ～ 213 

 「住民基本台帳法の一部を改正する法律」により、外国人住民の方も住民基本台帳法の適用対象 

となりました（平成 24年 7月 9 日施行）。同時に外国人登録法が廃止されました。 

●外国人住民も住民票が作成されます  

対象の外国人住民 

  ①特別永住者 

  ②中長期在留者 

③一時庇護許可者又は仮滞在許可者 

④出生による経過滞在者又は国籍喪失による経過滞在者 

●特別永住者証明書・在留カードが交付されます 

ただし、平成24年7月9日時点でお持ちの「外国人登録証明書」は下記の期間まで「特別永住者証明

書」「在留カード」とみなします。 

  切替時期 

  ①特別永住者の方・・・外国人登録証明書の次回確認（切替）申請時に切替 

②永住者の方・・・・・平成27年（2015年）7月8日まで 

③上記以外の方・・・・在留期間の更新や在留資格の変更時に在留カードに切替 

●住所を異動（転入・転出・転居等）したときは手続きが必要となります 

  住所を変更する方は、異動日から14日以内に転出届や転入届・転居届などの手続きを行わなければな

りません。 

  在留カード所持者の在留資格、旅券、氏名、国籍、仕事の変更等については、入国管理局へ届出を行

います。 

詳しくは、仙台入国管理局盛岡出張所へお問い合わせください。 

   所在地：盛岡市盛岡駅前西通1丁目9－15 盛岡第2合同庁舎6階 

 電話 019-621-1206 
 

◎印鑑の登録・・・住民生活課国保住民班☎ 42-2111 内線 211 ～ 213 

村内に居住し、住民登録をしている１５歳以上の方（成年被後見人を除く）が登録できます。登
録は本人が申請してください。代理人が申請する場合には即日登録はできません。登 録すると印鑑
登録証を交付します。 

●登録に必要なもの 
（１）本人申請の場合 

①登録する印鑑 
②身分を証明できる書類（免許証、マイナンバーカードなど写真入りのもの） 

※②をお持ちでない場合、②をお持ちの保証人（九戸村で印鑑登録されている方）が必要に
なります。 

（２）代理人申請の場合 
①登録する印鑑 
②代理人の印鑑 

③代理人による申請を受理した場合、代理人に代理権授与通知書をお渡ししますので、本 
人から署名、押印していただき、役場から本人宛に送付した照会書（役場から郵送される 
ハガキ）と一緒に指定された期日までに受領してください。 
※照会書の表面欄に本人の署名、押印を忘れないようにしてください。  

印鑑の登録をすると印鑑登録証が交付されます。印鑑登録証明書の交付を受ける際には、印鑑登 
録証を持参しないと証明書の交付は受けられません。なお、証明書の交付を受ける際には登録した 
印鑑は不要です。 

●登録できない印鑑 次のような印鑑は登録できません 
①正しい氏名、氏・名で表されていないもの 
②一辺の長さが８ｍｍ以下、または２５ｍｍ以上のもの 
③ゴム印、その他の印鑑で変形しやすいもの 
④文字の判読が困難なもの 
⑤印影を鮮明に表しにくいもの 
⑥その他登録するのに適当でないもの（具体的には、担当職員にお尋ねください。） 
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◎印鑑登録の廃止、印鑑や登録証の亡失、印鑑の改印 
住民生活課国保住民班☎ 42-2111 内線 211 ～ 213 

印鑑登録をしている印鑑または印鑑登録証を亡失したり、盗難にあったとき、または廃止をしたい
ときは、届出をしてください。原則、本人の申請になります。 

● 必要なもの：認印 

改印は、廃止手続き後、印鑑の新規登録をもって改印となります。登録の手順は、「印鑑の登録」 
の欄をご参照ください。 

 

 

◎支所での証明書交付 
戸田支所（☎43-2111）、江刺家支所（☎42-3110）でも、住民票の写し、戸籍の全部事項証明、  

一部事項証明等の交付ができます。 
●交付する各種証明書など  
戸籍（全部事項証明・一部事項証明）、除籍（全部事項証明・一部事項証明）、戸籍・除籍の記 

 載事項証明書、住民票、戸籍附票 
 
 

◎証明書等の手数料・・・住民生活課国保住民班☎ 42-2111 内線 211 ～ 213 
 

証 明 書 等 の 種 類 手数料（１通） 

戸籍の全部事項証明又は個人事項証明交付 ４５０円 

戸籍に記載した事項に関する証明書の交付 ３５０円（証明事項１件につき） 

除かれた戸籍の謄本又は抄本の交付 ７５０円 

除かれた戸籍に記載した事項に関する証明書の交付 ４５０円（証明事項１件につき） 

戸籍の届出、申請の受理の証明書又は届出その他村 
長の受理した書類の記載事項の証明書の交付 

３５０円（上質紙による届出の受理の証明
書交付は、１，４００円） 

戸籍の届書その他村長の受理した書類の閲覧 ３５０円（１件につき） 

住民票の写しの交付 ３００円 

住民票記載事項証明 ３００円 

戸籍の附票の写しの交付 ３００円 

住民基本台帳の一部の写しの閲覧 ３００円（１件につき） 

印鑑登録証明 ３００円 

印鑑登録証の交付 ３００円（１件につき） 

身分証明 ３００円 

外国人登録に関する証明 ３００円 

埋火葬に関する証明 ３００円（１件につき） 

文書受理に関する証明 ３００円（１件につき） 

通知カードの再交付 ５００円（１件につき） 

マイナンバーカードの再交付 １,０００円（１件につき） 

◆証明書を請求する際には、ご本人と確認できる書類（運転免許証、パスポートなど）の提示が必要です。運転免許証など 
顔写真付き証明書をお持ちでない場合は、保険証や年金手帳など顔写真の付いていない証明書を２点提示することが必要で 
す。（例：保険証と年金手帳、後期高齢者医療保険者証と介護保険証等） 
◆代理で請求する場合は、委任状が必要です。また、請求理由を尋ねる場合があります。 

◆戸籍の全部事項証明、一部事項証明及び記載事項証明を請求できる方は、戸籍に記載されている本人、その配偶者、直系 
親族です。それ以外の方は請求理由を明らかにした場合のみ請求できます。 
◆除籍の全部事項証明、一部事項証明及び記載事項証明、改製原戸籍の全部事項証明、一部事項証明を請求できる方は、除 
籍あるいは改製原戸籍に記載されている本人、その配偶者、直系親族です。それ以外の方は、請求理由を明らかにした場合 
のみ請求できます。 
◆偽り等不正な手段により上記交付を受けた場合は、過料に処せられることがあります。 
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◎郵便による請求・・・住民生活課国保住民班☎ 42-2111 内線 211 ～ 213 

住民票は住所地の市区町村に、戸籍関係は本籍地の市区町村に郵便で請求することができます。 

●請求方法 

便箋等に必要事項を記入し、手数料分の定額小為替、請求者の住所、氏名を記入し切手を貼っ
た返信用封筒、ご本人と確認できる書類（運転免許証、マイナンバーカードなど）の写しを同封のう
え請求してください。 

なお、九戸村ホームページに郵送請求用の申請書の書式を掲載しています。 
九戸村ホームページＵＲＬ http//www.vill.kunohe.iwate.jp 

 

◎マイナンバーカード関係の手続き・・・住民生活課国保住民班 

☎ 42-2111 内線 211 ～ 213 

マイナンバーカードの申請は申請者本人が郵送等により直接申請する必要があります。申請方法
については、マイナンバーカード総合サイト（https://www.kojinbango-card.go.jp）または窓口ま
でお問い合わせください。 

マイナンバーカード及び通知カードを紛失したり盗難にあったりしたときは、警察及び役場へ届
け出てください。警察へ届け出た証明がないと、再発行できない場合があります。再発行にはそれぞ
れ手数料がかかります。 

●申請に必要なもの 
（１）各種申請書（総合サイトから、または窓口で入手できます） 
（２）身分を証明するもの（免許証、パスポートなど。窓口で申請をする場合に必要です） 

※マイナンバーカードをご希望の方は、６か月以内に撮影した顔写真（縦４５ｍｍ×横３５ｍｍ）
をお持ちください。 

※マイナンバーカードの有効期限は発行の日から１０年間です。１０回目の誕生日までです。 

※マイナンバーカードの初回発行分は手数料が無料になります。 

 

◎公的個人認証（電子証明書交付）・・・住民生活課国保住民班 

☎ 42-2111 内線 211 ～ 213 

マイナンバーカードの交付を受けている方で、公的個人認証サービス（行政機関への申請手続き 
などが自宅のパソコンからできるサービス）を利用するときは、住民生活課国保住民班窓口へおい 
でください。また、マイナンバーカード申請の際に一緒に申請することもできます。 

●申請に必要なもの 
（１）申請書（窓口にあります） 
（２）マイナンバーカード 
 
 

◎パスポートの申請・交付・・・住民生活課国保住民班 

☎ 42-2111 内線 211 ～ 213 

平成２０年４月から村でパスポートの申請・交付ができるようになりました。申請できるのは、 
原則として日本国籍を有し、村内に住民登録をしている方です。 
※村内に通勤、通学している方（生活の拠点が九戸村の方）などで村内に住民登録をしていない 

方が居所申請する場合には、住民票（発行日から６か月以内）の提出が必要です。 
●受付時間 

・パスポートの申請 午前９時～午後４時３０分 
・パスポートの受け取り 午前９時～午後５時 

●申請に必要なもの 
①一般旅券発給申請書（窓口にあります） 
②戸籍抄（謄）本（発行日から６か月以内） 
③住民票（村内に住所がある方は原則不要） 
④６か月以内に撮影した顔写真（縦４５ｍｍ×横３５ｍｍ ) カラー、白黒どちらでも可 
⑤身分を証明できる書類（免許証など顔写真入りのもの） 

※パスポートを取得したことのある方は前回のマイナンバーカードを持参ください。 
 

http://www.vill.kunohe.iwate.jp/
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●入手所要日数 
・申請から８日目＋官公庁休日の日数 

※土曜日、日曜日、祝日、１２月２９日から翌年１月３日までを除きます。 
 

●手数料 

・１０年旅券（有効期間が１０年のもの）  

１６，０００円（印紙１４，０００円＋県証紙２，０００円） 
・５年旅券（有効期間が５年のもの） 
１１，０００円（印紙９，０００円＋県証紙２，０００円） 

・５年旅券（１２歳未満の子ども） 
６，０００円（印紙４，０００円＋県証紙２，０００円） 

※旅券は年齢にかかわらず、本人でなければ受領できません。「一般旅券受領証」及び「手 
数料分の印紙」を持参のうえ、受け取りに来庁ください。 

 
・収入印紙・・郵便局ほか取扱所で販売 
・岩手県収入証紙・・税務会計課で販売 
 
 

◎九戸村斎場（火葬場）の予約・・・住民生活課国保住民班 

☎ 42-2111 内線 213 

九戸村斎場の使用は、住民生活課国保住民班にお申込みください。九戸村斎場での火入れ時刻は、 
午前１０時と午後２時の１日２回です。喪主様・ご遺族様において、寺社、葬儀社、その他関係者  

とご相談のうえ、火葬を希望する日時を決めてください。 
火葬を希望する日時が決まりましたら、喪主様又はご遺族様を代表する方は、役場住民生活課国  
保住民班に電話（☎ 42-2111 内線 213）し、 
１、火葬を希望する日時 
２、亡くなった方の氏名と住所 
３、火葬を申し込む方の氏名と住所と連絡先 

４、葬儀社名称（葬儀社が関わっているとき）  

を係員に告げ、九戸村斎場の使用について予約をしてください。葬儀社が関わっているときには、 
その葬儀社をとおして九戸村斎場の使用予約をしても構いません。 

なお、予約する時間は、原則、午前８時３０分から午後５時３０分までの間にお願いします。ただし、 
希望した日時に、すでに他の火葬で九戸村斎場が使用されることになっているときは、その日時で  
の予約は受け付けできませんので、ご了承ください。 

 

● 使用料 
 

区 分 村 民 村民以外の者 

１５歳以上 １０，０００円 ２０，０００円 

１５歳未満 
（死産児を含む） 

 

５，０００円 
 

１０，０００円 

改葬 ５，０００円 １０，０００円 

四肢その他身体の一部 ５，０００円 １０，０００円 

※ペットの火葬はできません。「斎場にのへ」、二戸市生活環境課（☎ 23-3111）にお問い合わせく 
ださい。 
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３ 税金 
 

◎村税・・・税務会計課☎ 42-2111 税務徴収班内線 223・232・233 

● 税の種類 
 

税金の種類 納税義務者 備 考 お問合せ先 

個人村民税 ・１月１日現在、村内に 
住所がある方で、前年 
中に所得があった方 

・１月１日現在、村内に 

事務所、事業所がある 
か家屋敷を所有する方 
で、村内に住所がない 
方 

税額は、前年の収入をもとに所 
得に応じて算出するので、毎年 
３月１５日までに申告書を提出 

してください。但し、給与収入 

のみで年末調整をした方や、所 

得税の確定申告をした方は、申 

告の必要はありません。 
給与から税金を差し引かれる 

方は、毎年６月から翌年５月ま 
で１２回に分けて月々の給与か 
ら差し引かれます。それ以外の 
方の納期は、６月、８月、１０ 
月、１月の４回です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
税務会計課 
・税務徴収班 
 
 

法人村民税 ・村内に事業所、事務所 
を所有する法人など 

事業年度終了から２か月以内に 
申告書を提出し、納税してくだ 
さい。 

固定資産税 ・１月１日現在、村内に 

土地、家屋、償却資産 
（事業用）を所有して 
いる方 

４月１日から４月３０日まで、 

所有者は土地・家屋価格等縦覧 
帳簿を無料で縦覧できます。事 
業用償却資産の所有者は、毎年 
１月３１日までに申告してくだ 
さい。納期は４月、７月、１２ 
月、２月の４回です。 

軽自動車税 ・４月１日現在、原動機 
付 自 転 車、 軽 自 動 車、 
二輪の小型自動車、小 
型特殊自動車を所有す 
る方 

身体に障害のある方などが所有 
し、本人や家族が運転する車の 
税金は、申請により免除する制 
度があります。 

国民健康保険税 ・村内に住んでいて、国 
民健康保険に加入して 
いる世帯の世帯主 

加入、脱退などの異動があった 
場合は、必ず届出をしてくださ 
い。納期は８回（７月～２月） 
です。 

♦納期の末日が土、日、祝日の場合は、その次の平日が納期限となります。（各税共通） 

● 納付場所 

   村税は次の納付場所でお支払いください。 

  ・岩手銀行（本・各支店）  ・新岩手農業協同組合（本所・各支所） 

  ・盛岡信用金庫（本店・各支店）  ・九戸村役場（本庁・戸田支所・江刺家支所） 

 

※ お近くに支払いできる金融機関がない場合は、郵便局で支払いできる「振込取扱票用紙」を

送付しますので、税務会計課までご連絡ください。 

   ※ 納付書を紛失されたときは、再発行しますので、お早めにご連絡ください。 

   ※ 国民年金や国税、県税、他市町村の税金等はお取扱いできません。 
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◎村税についての証明・・・税務会計課☎ 42-2111 税務徴収班内線 223・232・233 
 

 
所得証明、納税証明、固定資産評価証明などを必要とする場合には、印鑑を持参して申請してく 

 ださい。 
 

証明書等の種類 手数料（１通につき） 請求に必要なもの 問い合わせ先 

村民税関係 
所得（課税）証明書 
扶養証明書 
営業証明書 

３００円 
（１人１年度につき 
１件） 

窓口に来る方の印鑑 
※同一世帯以外の方が申請
する場合は、本人が押印し
た委任状が必要です。 

 
 
 
 
 
 
 
 

税務会計課 
・税務徴収班 
 

固定資産税関係 
評価証明書 
公課証明書 

３００円 窓口に来る方の印鑑 
※所有者以外の方が申請す 
る場合は、本人が押印し 
た委任状が必要です。 

住宅用家屋証明書 １，３００円 

納税関係 
納税証明書 

３００円 
（１人１年度につき 
１件） 

窓口に来る方の印鑑 
※同一世帯以外の方が申請
する場合は、本人が押印し
た委任状が必要です。 

◆上記証明は、郵便でも請求することができます。便箋に必要事項を記入し、請求通数分の定額小為替、請求者の住所、氏名 

を記入し切手を貼った返信用封筒を同封のうえ、請求してください。 

 

◎便利な口座振替納税・・・税務会計課☎ 42-2111 税務徴収班内線 223・232・233 

口座振替納税は、金融機関に一度申し込むと金融機関が自動的に口座から納期限の日に振替しま 

す。納付のたびに窓口に行く手間が省け、納め忘れの心配もなく便利です。 
●ご利用できる金融機関 

・岩手銀行（☎４２－２１２１）・新岩手農業協同組合（☎４２－３１１１） 
 

・盛岡信用金庫（☎４２－２１４１）・郵便局 

●申込手続き 

預貯金通帳、預貯金届出印、村税口座振替依頼書、希望する税金の納付書などを持参のうえ、 
上記金融機関でお申し込みください。（振替開始は、届出日の翌月以降到来する納期からとなり  

ます） 
 

◎村税の減免・・・税務会計課☎ 42-2111 税務徴収班内線 223・232・233 

不慮の事故、病気などの特別な事情により納税が困難な方には、その状況に応じて村税が減免さ 

れます。次のような場合は、税務会計課税務徴収班にご相談ください。 
 

税 目 納 税 困 難 事 由 等 

 
村民税・国民健康保険税 

（１）災害を受けた場合 
（２）生活扶助を受けた場合 
（３）その他特別な事情がある方 

 
 

固定資産税 

（１）災害などのために、家屋に損害を受けた場合や地形が変わった 
場合 

（２）生活扶助を受けた場合 
（３）その他特別な事情がある方 

 
軽自動車税 

（１）障害者が使用または障害者のために使用する場合（身体障害者 
手帳及び運転免許証等の提示が必要） 

（２）その他特別な事情がある方 
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４ 水道 
 

◎水道の届出・・・水道事業所（農林建設課水環境班）☎ 42-2111 内線 271 ～ 273 

転居・新築などに伴う水道の使用開始や使用中止の届出は、水道事業所（水環境班）へ速やかに  

お願いします。 
 

◎水道料金・・・水道事業所（農林建設課水環境班）☎ 42-2111 内線 271 ～ 273 

●水道料金表（１月につき、税込） 
 

 

用 途 
基本水量 
（㎥） 

基本料金 
（円） 

超過料金（円） 
（１㎥につき） 

家 庭 用 10 1,761  201  

営 業 用 10 2,265  252  

団 体 用 10 2,265  252  

浴場営業用 100 10,695  177  

臨 時 用 10 3,775  378  

工 業 用 200 37,749  226  

プ ー ル 用 使用水量１㎥につき 226 円 

 

●メーター使用料金表（１月につき、税込） 
 

口径 13mm 20mm 25mm 30mm 40mm 50mm 75mm 

 

使用料 

（円） 172 288 345 518 692 3,000 4,037 

●毎月の水道料金は次の計算方法で求めます。 

毎月の水道料金＝基本料金＋（超過水量×超過料金）＋メーター使用料 
●検針 

１か月に１回行います。（冬期間積雪により検針できないときは、基本料金のみ納付いただき、 
次の検針で精算いたします） 

●納入通知書 

検針後、毎月１５日に同月末日を納期限とする納入通知書を送付しますので、この納入通知 
書によりお支払いください。 

●口座振替 

毎月２０日に振替します（再振替は翌月２０日に行いますので、前日までに口座に入金願い 
ます）。口座振替での支払いを希望する場合は、取引のある金融機関へ通帳と印鑑を持参し、申 
込の手続きをしてください。 

 

◎水道の故障・漏水・・・水道事業所（農林建設課水環境班） 

☎ 42-2111 内線 271 ～ 273 

宅地内の給水装置は、お客様の管理となりますので、宅地内の水道に異常が生じたときや漏水を
発見したときは、村の指定工事業者に調査・修理を依頼してください。ただし、公道及び宅地内の
第１止水栓までの漏水修理は水道事業所が行います。 
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●指定工事業者一覧 
 

No 指定番号 名 称 電話番号 

1 1 馬渕川設備 株式会社 23-7511、42-2220 

2 2 有限会社 小笠原電気水道 46-2627、42-2090 

3 3 二戸ガス 株式会社 23-4155 

4 4 東井住設 43-2742 

5 5 真下設備 43-2838 

6 6 蒲野建設 株式会社 0194-72-2211 

7 8 有限会社 千葉建築 42-3375 

8 9 松田電気 株式会社 27-4125 

9 10 エムズ環境システム 0178-88-1941 

10 11 工藤金物店 株式会社 46-2419 

11 12 有限会社 八戸水道工業所 0178-44-6065 

12 13 新世水機 42-2831 

13 17 有限会社 北桜水道建設 0178-82-2106 

14 18 株式会社 田中建設 33-4111 

15 19 有限会社 新成建設 42-3998 

16 20 株式会社 管文 23-5115 

17 21 合資会社 長谷川金物店 46-2040 

18 22 株式会社 上柿建設 45-3515 

19 23 有限会社 フタバ 27-2005 

20 24 アクア設備 株式会社 0178-72-1500 

21 25 株式会社 デンドウ住宅 31-1234 

22 26 株式会社 耒迎建設 46-2920 

23 27 西浦水道建設工業 株式会社 0178-22-5167 

24 29 J・ウォーター株式会社 019-646-9511 

25 30 有限会社 八紘カイハツ 27-4545 

26 31 有限会社 戸田組 42-2321 

27 

 

33 有限会社 佐々長水道 0195-76-2258 

28 34 有限会社 日計設備 0178-31-2880 

29 36 有限会社 エムコンズ 42-3310 

30 38 昭和建設工業株式会社 0195-27-4101 

31 39 株式会社クラシアン盛岡営業所 019-645-8711 

32 42 ハタナカ水道 0195-66-1364 

33 43 株式会社東野組 33-2627 

34 44 株式会社 丸竹興業 23-7751 

35 45 住宅設備 さいとう 0178-96-1502 

36 46 南部電化チェーン九戸店 42-3942 

37 47 友住技研工業 株式会社 0178-80-7535 
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◎水道未普及地域飲料水確保対策事業 
・・・水道事業所（農林建設課水環境班）☎ 42-2111 内線 271 ～ 273 

上水道の給水区域外の方が簡易な水道を設置する場合、その半額を補助します。 
● 補助金交付の対象者 

   水道未普及地域で生活を営み飲料水を確保するため、次の工事を実施する者とする。 
なお、飲料水が確保された後は、工事内容が別であっても再度の補助対象事業は実施できま 

せん。 
（１） 取水施設工事 
（２） ろ過施設工事 
（３） 配水共同管（内径 50 ㎜以上）布設工事 
（４） 井戸用ポンプ更新工事（法定耐用年数を経過した者に限る。ただし、法定耐用年数を

経過後は、再度補助金交付の対象とする。） 
● 補助金額 

   配水共同管布設工事については材料費、取水施設工事及び濾過施設工事については工事費の
２分の１に相当する額で、限度額は次のとおりです。 

   （１）１世帯単独で実施する場合     400,000 円 
   （２）２世帯共同で実施する場合     600,000 円 
   （３）３世帯共同で実施する場合     800,000 円 
   （４）４世帯以上の共同で実施する場合 1,000,000 円 
 



13 
 

５ 下水道 
 

◎下水道の届出・・・農林建設課水環境班☎ 42-2111 内線 271 ～ 273 

●次の場合は届出が必要です 

・下水道等を利用したいとき 
・転出や転居、長期間不在などで下水道等を使用しないことになったとき 
・使用者の名義が変わるとき 

 

◎下水道等の使用料・・・農林建設課水環境班☎ 42-2111 内線 271 ～ 273 

下水道等の使用料金は、上水道メーターの使用水量により計算し、算定します。 
 

区 分 排除汚水量 
使 用 区 分 

一般用 浴場用 臨時用 

基本使用料 
（１月につき） 

 

１０㎥まで 
 

1,512 円  
 

1,512 円 
 
 
 
 

216 円 

（１ｍ
３
に 

つき） 

 
 

 
超過使用料 

（１㎥につき） 

１０㎥を超え２０㎥まで 118 円    
 
 
   75 円 

２０㎥を超え３０㎥まで 129 円  

３０㎥を超え４０㎥まで 140 円  

４０㎥を超え５０㎥まで 151 円  

５０㎥を超え１００㎥まで 162 円  

１００㎥を超え５００㎥まで 172 円  

５００㎥を超えるもの 183 円  

 

◎トイレや排水管がつまったら 

・・・農林建設課水環境班☎ 42-2111 内線 271 ～ 273 

トイレや排水管がつまったときは、排水設備指定工事店に直接お問い合わせください。 
●排水設備指定工事店一覧表 

 

No 
指定

番号 
指定工事店名 住所 電 話 番 号 

1 1 有限会社 千葉建築 九戸郡九戸村大字長興寺15-66-124 42-3375 

2 3 蒲野建設株式会社 久慈市山形町大字川井9-32-2 0194-72-2211 

3 4 有限会社 髙﨑土建 九戸郡九戸村大字長興寺8-1 42-3408 

4 5 東井住設 九戸郡九戸村大字戸田19-61-48 43-2742 

5 9 株式会社 丹野組 二戸市福岡字中村20 23-6111 

6 12 株式会社 高島建設 九戸郡九戸村大字戸田5-65 43-2394 

7 18 株式会社 田中建設 二戸郡一戸町高善寺字大川鉢22-1 33-4111 

8 19 松田電気株式会社 二戸市金田一字馬場44-1 27-4125 

9 20 株式会社 大崎建設 九戸郡九戸村大字江刺家18-13-2 42-3788 

10 24 馬渕川設備株式会社 二戸市福岡字五日町15 23-7511 

11 25 真下設備 九戸郡九戸村大字山根7-3-2 43-2838 

12 26 有限会社 新成建設 九戸郡九戸村大字長興寺15-66-147 42-3998 

13 27 工藤金物店 九戸郡軽米町大字軽米8-66-4 46-2419 

14 30 合資会社 長谷川金物店 九戸郡軽米町大字軽米4-62-3 46-2040 
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15 32 株式会社 菅文 二戸市堀野字長地75-4 23-5115 

16 35 有限会社 戸田組 九戸郡九戸村大字伊保内14-34-2 42-2321 

17 36 Ｊ・ウォーター株式会社 盛岡市上堂三丁目13-35 019-646-9511 

18 37 有限会社 八紘カイハツ 二戸市金田一字上田面241-1 27-4545 

19 38 有限会社 小笠原電気水道 九戸郡軽米町大字軽米10-76 46-2627 

20 42 二戸ガス 株式会社 二戸市堀野字長地18 23-4155 

21 43 新世水機 九戸郡九戸村大字伊保内2-61-1 42-2831 

22 46 昭和建設工業株式会社 二戸市金田一字八ツ長45-3 27-4101 

23 48 株式会社 東野組 二戸郡一戸町一戸字本町115 33-2627 

24 49 株式会社 丸竹興業 二戸市米沢字下平101-24 23-7751 

25 50 南部電化チェーン九戸店 九戸郡九戸村大字伊保内12-31-1 42-3942 

26 51 アクア設備株式会社 九戸郡洋野町種市23-81-25 0194-65-6969 

27 52 ハタナカ水道 岩手郡葛巻町葛巻56-86 0194-65-6969 

 

◎水洗化工事への助成制度・・・農林建設課水環境班☎ 42-2111 内線 271 ～ 273 

下水等の処理区域で汲み取り便所を水洗に改造する場合、または浄化槽を廃止して、下水道に接 続
しようとする場合に改造資金の融資をあっせんします。また、下記のような助成制度があります。 

 

①合併処理浄化槽に対する補助金 
 

建物延べ面積 浄化槽の規模 補助限度額 

１３０㎡以下 ５人槽 ３７５，０００円 

１３０㎡超 ７人槽 ４９４，０００円 

２世帯住宅、大家族住 
宅など（台所、浴室が
２か所以上） 

 

 

１０人槽 

 

 

８５４，０００円 

 

②水洗便所設置費補助金 

生活保護世帯の方が水洗化工事を実施する場合に、２２５，０００円を限度として補助金を交 
付します。 

 
③融資あっせん利子補給費補助金  

公共下水道または農業集落排水施設の事業認可区域内に住宅を有する者に対し、水洗化改造 
資金の融資（上限１００万円）をあっせんし、個人負担が１％となるようその融資を行う金融  
機関へ利子補給を行います。（供用開始後、３年以内の工事に限ります） 

 
※上記の他に、村が実施している、住宅リフォーム助成事業も対象になります。同じ水洗化  
工事でも、お住まいの地区や工事の内容によって利用できる制度が変わってきます。また、 
それぞれ補助の条件が定められており、制度を利用できない場合もあります。どの制度も  
事前に申請していただく必要がありますので、トイレなどの水洗化や住宅の新築・増改築  
を計画している方は早めにご相談ください。 
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６ ごみ・し尿 
 

◎ごみ・リサイクル・・・住民生活課保健衛生班☎  42-2111  内線  123 

村では、ごみの分別収集と資源回収の徹底を進めています。ごみ分別には役場から配布されてい 
る「ごみの種類の分け方・出し方」、「資源ごみの分け方・出し方」を参考にしてください。ごみ収 
集日は広報紙等でご確認ください。 

●ごみ収集日 
 

収 集 区 域 燃えるごみ ビン・金物 空き缶 粗大ごみ 紙・プラ類 

瀬 月 内 / 宇 堂 口 / 泥 の 木 
/ 平 内 / 妻 ノ 神 / 戸 田 上・ 

下 / 館の下 / 山根 / 荒谷 / 二 

ツ家 

毎週水曜日 収集日は、ごみ収集日程表、又は広報紙で確認くだ

さい 
①ビンは透明、茶色、その他、リサイクルしないもの 
４種類に 
②空き缶は飲料用空き缶、スプレー缶、カセット式ボ 
ンベとリサイクルしないものに 
③紙・プラスチック類は（リサイクル品のみ）、新聞紙、 

雑誌、ダンボール、飲料用紙パック、ペットボトル、発

砲スチロールの６種類分けて出してください 

鹿島 / 伊保内上・下 / 川向 

/ 南田 

毎週木曜日 

小倉 / 長興寺上・下 / 大向 

/ 五枚橋 / 荒田 / 雪屋 / 田代 
/ 柿の木 / 江刺家上・下 / 道 
地 / 丸木橋 / 山屋 / 細屋 

毎週金曜日 

・ごみは、指定日の朝８時３０分までに指定場所に出してください。 

・テレビ、冷蔵庫、洗濯機、衣類乾燥機、エアコン、パソコンは収集しません。電気店や収集運 
搬業者にお問い合わせください。乾電池は家電小売店又は役場、支所の電池回収ボックスへ。 

・家庭用小型焼却炉を使っての家庭ごみの焼却は禁止されています。ごみは燃やさず分別して出 
してください。 

●生ごみ処理機器等購入助成金 

家庭から排出される生ごみを減量し、堆肥として利用いただくために、生ごみ処理機器等の購
入に対し、助成します。 

・対象者 村内に住所があり、現に居住し、村税の滞納がない方 

・助成金の額 生ごみ処理機・・・3 万円を限度に、必要経費の 1/2 以内の額 

      生ごみ処理容器（コンポスト）・・・3千円を限度に、必要経費の 1/2 以内の額 
 

◎し尿処理・・・住民生活課保健衛生班☎ 42-2111 内線 123 

し尿の汲み取りの依頼は、お住まいの地域により次の業者へお申込みください。 

● 戸 田・ 伊 保 内 地 区 
・九戸衛生社 （☎ 42-2091） 

●江刺家地区 
・軽米清運有限会社 （☎ 46-2450） 
・軽米清掃社 （☎ 46-4182） 

 

◎犬を飼うとき・・・住民生活課保健衛生班☎ 42-2111 内線 123 

生後 91 日以上の飼い犬は、必ず登録し、年１回の狂犬病予防注射を受けてください。日程等につ 
いては広報紙などでお知らせします。飼い犬が死んだときも鑑札を持参のうえ届出をしてください。 

●ペットの死体処理は 斎場にのへ（二戸市下斗米字寺久保１１３－１、☎２０－３００３） 
使用料は２５，０００円。使用できるのは、１月１日と友引を除くすべての日で、時間は午前 
１１時、午後３時の１日２回です。 
お問合せ先：二戸市生活環境課（☎ 23-3111） 

 

◎ハチの巣駆除用防護服の貸出・・・住民生活課 

保健衛生班☎ 42-2111 内線 123 

ハチ等の巣を駆除するための防護服の貸出を無料で行っています。事前に住民生活課保健衛生班 
（☎ 42-2111 内線 123）に電話で申し込みしてください。 
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７ 相談・貸付 
 

◎相談窓口 
暮らしの中での困りごとや、法律に関することなどで、次のようなさまざまな相談が行われてい 

ます。開催日時等は広報紙でお知らせします。困ったときや不安なときは一人で悩まずに早めに相 
談を。 

 
●暮らしの相談・・・住民生活課 

・弁護士による無料法律相談（土地、財産、離婚、金銭の貸し借りなど法律問題一般） 
・生活相談（家族、近隣関係、学校、職場での困りごと相談） 
・婦人相談（母子、寡婦等の婦人の相談） 
・家庭児童相談（児童や家庭の相談・・・子どもの養護や障害に関するもの含む） 
・人権相談（いじめ、体罰、家庭の問題、その他人権に関すること） 
・ＤＶ相談（配偶者からの暴力など） 

 
●少年・教育相談・・・教育委員会 

・少年相談（少年の非行等の問題行動） 
・教育相談（登校拒否等の教育相談） 

 
●消費生活相談・・・二戸消費生活センター（二戸地区合同庁舎１階☎ 23-5800） 

総務企画課地域振興班☎ 42-2111 内線 172 
・消費生活相談（借金、悪質商法等消費生活トラブル問題） 

 
●行政相談・・・総務企画課庶務財政班☎ 42-2111 内線 166 

・行政相談（国、県、村に対する苦情、要望、意見、提言） 
 

●こころの悩みごと相談・・・住民生活課保健衛生班☎ 42-2111 内線 122、二戸保健所保健課（☎ 23-9206） 

・不眠、不登校、死にたい、酒乱で困るなど、こころの悩みでお困りの方は保健師にご相談く 
ださい。 

 

 ●空き家バンク・・・総務企画課地域振興班☎ 42-2111 内線 171 

   ・村内にある空き家を売りたい・貸したい、または買いたい・借りたいといったご希望がある
方は、九戸村空き家バンク制度をご利用ください。空き家の売買・賃貸借の情報を提供して
います。 

 

◎貸付制度 
●消費者救済資金の貸付制度・・・総務企画課地域振興班☎ 42-2111 内線 172  

この制度は、サラ金などに多くの債務を抱え返済が困難になった方の債務を一本化し、生活 
再建を図るものです。対象は、村内に住所を有する満２０歳以上で一定の要件を満たす方とな 
っています。サラ金やクレジットなどによる多重債務で困っている方の相談も随時受け付けて 
います。詳しくは、融資機関である岩手県消費者信用生活協同組合（☎ 019-653-0001）へ。 
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８ 住宅 
 

◎村営住宅への入居・・・農林建設課地域整備班☎  42-2111  内線  283 

村営住宅は、公営住宅と若者定住促進住宅の２タイプを整備しています。入居申込資格や所得制 
限などの要件があります。入居の募集は広報紙等で随時行っています。 

●公営住宅 
 

団地名 住 所 戸  数 

戸田 九戸村大字戸田 15-6-16 7 

第２戸田 九戸村大字戸田 13-69-1 10 

山根 九戸村大字山根 5-92-1 5 

荒谷 九戸村大字荒谷 14-31-1 10 

川向 九戸村大字伊保内 19-15-2 12 

第２川向 九戸村大字伊保内 15-7-2 12 

小倉 九戸村大字小倉 7-23 7 

第２小倉 九戸村大字小倉 5-18 10 

長興寺 九戸村大字長興寺 3-57-1 18 

江刺家 九戸村大字江刺家 10-46-1 10 

・入居資格 

①現に同居し、又は同居しようとする親族があること（婚姻の届出をしないが、事実上婚姻関係 
と同様の事情にある者その他婚姻の予約者を含む） 

②現に住宅に困窮していること 
③政令で定める収入基準に適合していること 
④国税・地方税を滞納していないこと 

※家賃は入居世帯員の所得により決定されます 

●若者定住促進住宅 

 村では地域の活性化対策として、若者の定住を促進するため、若者を対象とした定住促進住 
宅を整備しています。 

 

団地名 住 所 戸数 団地名 住 所 戸数 

戸 田 九戸村大字戸田 13-69-1 3 江刺家 九戸村大字江刺家 7-5-5 6 

南 田 
九戸村大字伊保内 24-1-4 2 山 根 九戸村大字山根 5-92-1 5 

九戸村大字伊保内 24-11-8 2 長興寺 九戸村大字長興寺 8-17-3 4 

・入居資格 

①現に同居し、または同居しようとする配偶者があり、４０歳以下の者で構成する世帯であるこ  

と（婚姻の届出をしないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者その他婚姻の予約者を含む） 
②将来にわたり九戸村に居住する者であること 
③国税・地方税を滞納していないこと 
④自ら居住するための住宅を必要とする方 
⑤定められた家賃及び敷金を支払う能力がある方 

◎建築物を建築するときは・・・・農林建設課地域整備班☎ 42-2111 内線 283 

建築物の計画が建築基準関係規定に適合するものであるか確認を受け、確認済証の交付を受けなけ 
ればなりませんので、工事着工前に確認の申請書を提出してください。 

 

◎道水路の区域内で工事をするときは・・・農林建設課地域整備班☎ 42-2111 内線 282 

道路に水道管などを埋設するときや、宅地への乗り入れのために歩道を切り下げるとき、水路に側 
溝を入れるときなど、道路、水路の区域内で工事をするときは許可が必要です。 

 

◎除雪作業にご理解とご協力を・・・農林建設課地域整備班☎42-2111 内線 282 

 村では冬の安全な交通の確保を目指し、概ね積雪１０センチを目途に除雪作業を行います。除雪作
業は①バス路線②児童生徒の通学路③幹線道路④その他の道路の順番で行います。自宅前や身近な道 
路、歩道、消火栓の周囲などは隣近所で協力しあって除雪するよう、ご理解とご協力をお願いいたし 

ます。 
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９ 交通安全・救急・火災予防・防犯 
 

◎交通安全・・・総務企画課庶務財政班☎ 42-2111 内線 168 

●交通災害共済への加入 

 皆さんが少しずつ掛け金を出し合い、交通事故で死亡したり、ケガをしたとき、被災者やそ 
の家族に素早く救済の手を差し伸べる「みんなのための」相互共済制度があります。掛け金は 

 年額１人４００円です。総務企画課庶務財政班にお申込みください。 
 

◎火災が発生したら・・・二戸消防署九戸分署（局番なしの１１９番、☎  42-3119） 

       火災が発生したら、すぐ消防署九戸分署（１１９番）に通報してください。場所と目標をはっ

きり落ち着いて話し、消防の職員が「わかりました」と言ってから電話を切りましょう。また、近所 

にも大声で知らせてください。１１９番に通報しないうちに火災が消えたときも消防署に連絡して 

ください。火事・救急・救助は局番なしの１１９番。（光回線電話は二戸消防署本署が受信します） 
 

◎救急車の要請・・・二戸消防署九戸分署（局番なしの１１９番、☎ 42-3119） 

交通事故、傷害事故などの負傷者や急病人が出たときは、すぐに消防署九戸分署（１１９番）へ。 
場所と近くの目標、事故内容など詳しくはっきりと話してください。（光回線電話は二戸消防署本署  

が受信します） 
 

◎り災証明書が必要なとき・・・二戸消防署九戸分署☎   42-3119 

火災保険の請求に必要な「り災証明書」を消防署九戸分署が発行します。印鑑を持参してください。 
 

◎火災予防の相談や届出・・・二戸消防署九戸分署☎   42-3119 

●火災予防の相談  

火災予防に係る建築相談、危険物の貯蔵・取扱いの相談、消防用設備などの設置の相談は消 
防署九戸分署へ 

●火災予防の届出  

火災と紛らわしい煙などを発するたき火などは、事前に消防署九戸分署へ届け出てください。 
 

◎防犯灯・・・総務企画課庶務財政班☎ 42-2111 内線 168 

●防犯灯が消えているときは 

 防犯灯が消えているとき、壊れて修繕が必要なとき、新たに設置が必要なときは、その地区 
の自治会長に連絡してください。自治会長が分からないときは、役場総務企画課庶務財政班に  
ご連絡ください。 
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10 避難場所 
 

◎村内の避難場所・・・総務企画課庶務財政班☎ 42-2111 内線 167 

災害時等の避難場所は下記のとおりです。いざというときに備えて、最寄りの避難場所と経路を 
確認しておきましょう。） 
 

●指定緊急避難場所一覧（災害時の危険を回避するために一時的に避難する場所） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



20 
 

●指定避難場所一覧（災害によって短期間の避難生活を余儀なくされた場合に、避難生活を行う施設） 
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11 保健・健康診査・各種がん検診 
 

◎健康に関する相談・手続き・・・住民生活課 

保健衛生班（保健センター）☎ 42-2111 内線 122 

●妊娠した時 

母子健康手帳は、妊娠・出産からお子さんが小学校に入学するまでの母子の健康状態を記録  

するものです。妊娠と診断を受けたら、必ず届け出をし、母子健康手帳の交付を受けてください。 
●乳幼児の健康診査 

 乳幼児の健やかな成長を願い、発育・発達に応じた健診や歯科健診を行っています。日程場 
所などについては、広報紙などでお知らせします。 

●定期の予防接種 

 村民の皆さんを感染症から守るため、各種予防接種を実施しています。日程や接種方法など 
詳しくは、個人通知や広報紙でお知らせします。 

 

種 類 接 種 対 象 者 通知方法 

四種混合 
Hib ワクチン 
水痘 

小児脳炎球菌 

Ｂ型肝炎 

乳幼児 

 

個人通知  

広報 

 

日本脳炎 
１期 ３歳～７歳 

２期 小４ 
個人通知・広報 

二種混合 小学６年生 個人通知・広報 

麻しん風しん ・１～２歳児 
・５～６歳児（就学前の１年間） 

個人通知  

広報 

子宮頸がんワクチン 中学校 1年生女子の希望者 
個人通知  

広報 

インフルエンザ 

・６か月～１８歳以下（高校３年生相当） 

・６５歳以上の者 
・６０～６４歳までの身体障害者手帳 

１級程度の者（心臓・腎臓・呼吸器 の機能
障害を有する者、ヒト免疫不 全ウイルスに
よる免疫機能障害を有する者） 

広報 

成人用肺炎球菌 ６５歳以上の５歳刻みの者（１００歳まで） 
個人通知 

広報 
 

●各種健康教室 

 健康づくりのための料理講習会や運動教室をはじめ各種健康教室を開催しています。日程等 
は広報紙などでお知らせします。 

 
●精神障がい者の各種相談・申請など 

 自立支援医療や精神障がい者手帳の交付申請を受け付けます。 
 

●健康相談・家庭訪問指導 
 村民の皆さんの健康相談を行っています。日程は広報紙などでお知らせします。また、必要 
に応じて保健師が家庭訪問を行い、健康の相談に応じています。訪問指導を希望する方は、ご 

 相談ください。 
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◎健康診査・各種がん検診・・・住民生活課 

保健衛生班（保健センター）☎ 42-2111 内線 122 

生活習慣病の予防と早期発見を目的として、結核健康診断、基本健康診査及び各種がん検診を実  

施しています。検診の日程など詳しくは、広報紙などでお知らせします。 
［各種健康診査・検査］ 

 

 

健診名 
 

対 象 者 
 

個人負担 

 
特定健康診査 

 

３９～７４歳の国保加入者（対象者全員
に受 診票、受診券配布） 

39 ～ 64 歳 :1,300 円 
65 ～ 74 歳 : 600 円 
住民税非課税世帯は無料 

 

後期高齢者健康診査 
７５歳以上の後期高齢者医療制度加入者 

（対象者全員に受診票、受診券配布） 

 

無料 

 

若者健康診査 
 

１９～３８歳の希望者（申込者に受診票配

布） 

1,000 円 

（住民税非課税世帯は無料） 

 

肝炎ウイルス検査 ４０、４５、５０、５５、６０、６５、
７０歳の希望者（特定健診受診の際申込） 

 

無料 

結核健康診断 ６５歳以上（対象者全員に受診票配布） 無料 

骨粗しょう症予防検診 
４０歳～７０歳の５歳刻みの女性のうち 

希望者 

600 円 

（住民税非課税世帯は無料） 

［各種がん検診］ 
 

 
検診名 

 
対 象 者 

 
個人負担 

 
胃がん検診 

 
４０歳以上（申込者に受検票配布） 

1,800 円 

住民税非課税世帯、  
７０歳以上は無料 

 
大腸がん検診 

 
４０歳以上（申込者に受検票配布） 

600 円 

住民税非課税世帯、  
７０歳以上は無料 

 
 
乳がん検診 

 
 
４０歳以上の女性（申込者に受検票配布） 

３０～３９歳：2,000 円 

４０～４９歳：1,800 円 

５０歳以上：1,000 円 
（住民税非課税世帯及び 

７０歳以上は無料 
 

 

子宮がん検診 

 

 

２０歳以上の女性（申込者に受検票配布） 
1,200 円 

（住民税非課税世帯及び 
   ７０歳以上は無料） 

 
肺がん検診 

 
４０～６４歳（申込者に受検票配布） 

 

1,000 円 
（住民税非課税世帯は無料） 

 
前立腺がん検診 

５１、５６、６１、６６、７１歳の男性希
望者（特定健診受診の際申込） 

 
750 円 

 

◎人間ドック利用支援・・・住民生活課保健衛生班☎  42-2111  内線  122 

●３９歳以上の村民が「人間ドック」を利用した場合、利用料の２分の１（限度額１７，０００円） 
を補助します。補助回数は２か年度に１回となります。 

  ●当該年度に５６歳を迎える方が「人間ドック」を利用した場合、利用料の全額を補助します。（村
実施の人間ドックに限ります。） 

 



23 
 

12 国保 
 

◎国民健康保険（国保）・・・住民生活課国保住民班☎  42-2111  内線  212 

職場の健康保険、船員保険、官公庁の共済組合などの加入者とその被扶養者及び後期高齢者医療  

保険制度の加入者、生活保護を受けている方以外のすべての方は、国保に加入しなければなりません。 
また、長い間会社などに勤め厚生年金などに加入していた方が退職して、その年金を受給するとき、 
本人とその被扶養者は国保の退職者医療制度に加入することになります（６０～６５歳であるとき）。 
国保に加入するとき、脱退するとき、住所などに変更があるときの届出は、１４日以内に必ず行っ 
てください。届出には、保険証（被保険者証）、健康保険等資格取得・喪失証明書などが必要です。 
●国保の届出は１４日以内に 

・国保に入るとき 
 

どんなとき 持参するもの 
転入してきたとき 転出証明書 
職場などの健康保険をやめたとき 職場などの健康保険が喪失した証明書 
生活保護を受けなくなったとき 保護廃止決定通知 
子どもが生まれたとき 親の保険証、母子健康手帳 

・国保をやめるとき 
 

どんなとき 持参するもの 
転出するとき 保険証 
職場などの健康保険に入ったとき 両方の保険証（国保と加入した健康保険） 
生活保護を受けるとき 保険証、保護開始決定通知書 
死亡したとき 保険証、死亡を証明するもの 

●高齢受給者証（７０～７４歳の人に交付）  

国民健康保険に加入している人で、新たに７０歳になった人には「国民健康保険高齢受給者証」 
が交付されます。７０歳になった翌月（１日生まれの人は当月）の診療から使用できます。医 
療機関を受診されるときは、被保険者証と一緒に提示してください。 

 

◎国保の保険給付・・・住民生活課国保住民班☎ 42-2111 内線 212 

被保険者が病気やけがで治療を受けたときは、その費用の一部を国保が負担します。国保の医療  

機関窓口での自己負担は下記のとおりです。 
・国保の一部負担金の割合 

 

未就学児（義務教育就学前） ２割 

その他一般 ３割 

７０歳以上～７５歳未満 
１割（昭和 19年 4月 1日生まで）一定額以上所得者は３割 

２割（昭和 19年 4月 2日生から）一定額以上所得者は３割 

●療養費の支給  

やむを得ず、国民健康保険証を提示しないで治療を受けたときは、病院等の領収書などを添 
えて申請すれば、後日差額分（国保負担分）が支給されます。 

・療養費払いされる場合 
 

療養費払いされる事由 申請に必要なもの 

急病やケガなどやむを得ず保険証を持たずに治療を受 

けたり、国保を取り扱っていない医者にかかった場合 

診療内容明細、領収書、保険証、印鑑 

医師が治療上、コルセットなど補装具が必要と認めた 
場合 

補装具を必要とした医師の証明書、領収 
書、保険証、印鑑 

医師が治療上、はり、きゅう、マッサージが必要と認 
めた場合 

医師の同意書、施術内容と費用が分かる 
領収書、保険証、印鑑 

骨折、ねんざなどで国保を扱っていない柔道整復師の 
施術を受けた場合 

医師の同意書（骨折、脱臼の場合）、施術 
内容と費用が分かる領収書、保険証、印鑑 

 

生血を第三者から輸血した場合 医師の理由書か診断書、輸血用生血受領証 
明書、血液提供者の領収書、保険証、印鑑 
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◎高額医療費の支給・・・住民生活課国保住民班☎  42-2111  内線  212 

一定額を超える高額の一部負担金（自己負担額）を支払った場合は、申請すると、一定額から超 
えた分が後から払い戻されます。また、７０歳未満の人が入院するとき、あらかじめ限度額適用認 
定証の交付を受けると、入院時の支払いが自己負担限度額までとなります。 

・７０歳未満の高額療養費 
 

 

所得区分 

 

自己負担限度額 ４回目から 
入院時食事代 
入院期間 1 食当 

旧ただし書所得が 901

万円を超える世帯 

 

 

252,600 円＋（医療費総額－842,000 円）×１％ 

 
140,100 円 

入院期間に

係らず 
360 円 

旧ただし書所得が 600

万円を超え、901 万円

を超えない 

167,400 円＋（医療費総額－558,000 円）×１％ 93,000 円 
入院期間に

係らず 
360 円 

旧ただし書所得が 210

万円を超え、600 万円

を超えない 

 

80,100 円＋（医療費総額－267,000 円）×１％  44,400 円 
入院期間に

係らず 
360 円 

旧ただし書所得が 210

万円を超えない世帯 
57,600 円   44,400 円 

入院期間に

係らず 
360 円 

 

村民税非課税世帯 
 

35,400 円 
 

24,600 円 
90 日まで 210 円 

 91 日以上 160 円 

※旧ただし書所得とは総所得金額から３３万円を差し引いた金額 
・７０歳以上７５歳未満の方 

 

 

所得区分 
自己負担限度額 入院時食事代 

外来（個人単位） 入院（世帯単位） 入院期間 1 食当 

一定以上所得者世帯 57,600 円 80,100 円+（医療費―267,000 円）×１％(※1) 
入院期間に

係らず 360 円 

一般 14,000 円（※２） 57,600 円 入院期間に

係らず 360 円 

村民税非課税世帯２ 

（※３） 
8,000 円 24,600 円 

90 日まで 210 円 

 
91 日以上 160 円 

村民税非課税世帯１ 

（※４） 
8,000 円 15,000 円 

入院期間に

係らず 100 円 

※１ 過去１２か月の間で４回目以降は ４４，４００円。 

※２ 自己負担額の年間限度額（８月１日から翌年７月３１日までの間）として 144,000 円。 

※３ 村民税非課税世帯２は世帯主及び国民健康保険加入者全員が村民税非課税世帯の方。 

※４ 村民税非課税世帯１は世帯主及び国民健康保険加入者全員が村民税非課税で、世帯員の

各所得が０円になる方。 
  

◎出産育児一時金の支給・・・住民生活課国保住民班☎  42-2111  内線  212 

国民健康保険の被保険者が出産したときは、出産育児一時金が支給されます。支給額は出産児１ 
人つき４２万円です。妊娠８５日以上の流産や死産の場合にも支給されます。原則として国民健康 
保険から医療機関に直接支払います。出産費用が支給額を下回り、差額が発生したり、医療機関へ 
の直接支払いを希望しない場合は、役場窓口に連絡し、必要書類を確認のうえ申請してください。 

 

◎葬祭費の支給・・・住民生活課国保住民班☎ 42-2111 内線 212 

国民健康保険加入者が亡くなると、申請により葬祭執行者に葬祭費が支給されます。支給額は、 
３万円です。 

 

◎交通事故と国保・・・住民生活課国保住民班☎ 42-2111 内線 212 

交通事故による治療は、加害者が損害賠償として負担するのが原則です。もし、保険証を使用し 
たいときは、国保に必ず届け出てください。村が保険給付した額を被害者に代わって加害者側に請 
求します。  
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13 村の医療費助成 
 

◎医療費の給付等・・・住民生活課国保住民班☎ 42-2111 内線 212 

●医療費助成制度 

 子ども・妊産婦・重度心身障害者、ひとり親家庭、老人（６８歳～６９歳）、寡婦、小学生か
ら高校生までの児童生徒などに対する医療費の給付制度があります。役場住民生活課国保住民班
窓口に医療機関などの領収書を持参し、申請願います。（平成２８年８月１日から未就学児と妊
産婦については、現物給付となり窓口での自己負担の支払いはありません） 

 

区 分 対 象 者 

子ども 出生の日から１２歳に達する日以降の最初の３月３１日までの間にある者 

妊産婦 妊娠５か月の初日から出産の翌月末日までの方 

 
重 度 心 身 障 害 

者（児） 

①身体障害者手帳の１級・２級の方 
②特別児童扶養手当１級の方 
③障害者基礎年金の１級の方 
④療育手帳Ａの方 

 

 
 

ひとり親家族 

①配偶者のない方で、１８歳未満の児童を扶養する方及びその扶養を 
受ける１８歳未満の児童 

②父母のいない１８歳未満の児童 
※１８歳未満の児童とは、１８歳に達する年度の３月末日までの方 

のことです 

 

 

村単老人 

６８、６９歳と７３、７４歳の方で、後期高齢者医療保険制度に加入し

ていない方。ただし、九戸村以外の医療機関の外来については、対象と

なりませんので、ご留意ください。 

小学生 

中学生 

高校生世代 

小学生、中学生、高校生世代の方に対して、村単独で医療費の一部を助成
しています。 受給者証はありませんので、役場住民生活課国保住民班
窓口に医療機関などの領収書を持参してください。 

未就学児 
子ども及び重度心身障害者のうち、出生の日から６歳に達する日以後の
最初の３月３１日までの間にある者 

 
 
寡婦 

７０歳到達月までの配偶者のない女子で、かつて配偶者のない女子と 

して１８歳未満の方を扶養していたことのある方。 ただし、九戸村以
外の医療機関の外来については、対象となりません 
ので、ご留意ください。 

※１ いずれの場合も食事療養標準負担額に対しての給付はありません。 

※２ 現物給付対象者以外の重度心身障害者（児）、ひとり親家族で、所得による制限を超過し
ている場合には、受給者証は交付されませんが、役場住民生活課国保住民班窓口に医療
機関などの領収書を持参して申請すれば、自己負担額が補助されます。 

※３ 未就学児、妊産婦については、窓口負担はありません。 
●医療費の貸付制度  

村が行っている医療費助成事業の受給者の方に、医療費の一部負担金相当額の支払いが困難
な場合に、その資金を無利子で貸し付けます。 
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14 後期高齢者医療 
 

◎後期高齢者医療制度・・・住民生活課国保住民班☎  42-2111  内線  212 

７５歳以上の方と一定以上の障がいのある６５歳以上７５歳未満の方（岩手県後期高齢者医療広
域連合の認 定を受ける必要があります）は、国民健康保険や社会保険等から脱退し、「後期高齢者医
療制度」で 医療機関にかかることになります。加入日は７５歳の誕生日からとなります。医療機関
などで受診 される際は、必ず後期高齢者医療制度被保険者証を提示してください。 

●６５歳以上の被保険者における「一定以上の障がい」とは 
 

手帳の名称等 障がいの程度 

国民年金法における障害年金 １級及び２級 

精神障害者保健福祉手帳 １級及び２級 

療育手帳 A 

身体障害者手帳 １級、２級、３級及び４級の一部 

●後期高齢者医療の被保険者の方は、被保険者証（保険証）を提示して受診し、医療費の１割（現 
役並み所得者は３割）を自己負担することになります。 

●自己負担割合 
 

負担割合 区 分 区 分 内 容 
 
 
１割 

一般 現役並み所得者、低所得者Ⅱ、低所得者Ⅰ以外の方 

低所得者Ⅱ 世帯の全員が村民税非課税の方（低所得者Ⅰ以外の方） 
 

低所得者Ⅰ 世帯の全員が村民税非課税で、その世帯の各所得が必要経費・控除（年 
金の所得は８０万円として計算）を差し引いたときに０円となる方 

 

 
 
 
 

３割 

現役並み所 

得者 

村民税の課税所得が１４５万円以上の被保険者やその方と同じ世帯の被 
保険者。ただし、年収が次の基準に満たない方は、役場住民生活課窓口 
に申請し、広域連合が認めると、自己負担割合が１割になります。 

①世帯に被保険者が１人の場合で、その年収が３８３万円未満のとき 
②同じ世帯に被保険者が複数で、その年収の合計が５２０万円未満のとき 
③世帯に被保険者が１人の場合で、その年収が３８３万円以上であって 
も、同じ世帯に７０～７４歳の方がいるときは、その方の年収を合わ 
せて５２０万円を超えないとき 

●入院時の負担 
（１）一般病床に入院したときの入院時食事代の標準負担額（１食あたり） 

 

所 得 区 分 標準負担額 

現役並み所得者 一般 ３６０円 
 

低所得者Ⅱ 
９０日までの入院 ２１０円 

過去１２か月で９０日を 
超える入院 

１６０円 

低所得者Ⅰ １００円 

（２）療養病床に入院したとき 
 

所得区分 １食当たりの食費 １日当たりの居住費 

現役並み所得者 一般 ４６０円 ３７０円 

低所得者Ⅱ ２１０円 ３７０円 

低所得者Ⅰ １３０円 ３７０円 

老齢福祉年金受給者 １００円 ０円 

（１）一般病床に入院したとき及び（２） 療養病床に入院したときにおいて、低所得者Ⅰ・Ⅱの 
方は、 入院の際に「限度額適用・標準負担額減額認定証」が必要になりますので、役場住民生 
活課窓口に申請してください。 
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●高額療養費の支給  

１か月（同じ月内）の医療費の自己負担額が下記の限度額を超えた場合、申請して認められ 
ると限度額を超えた分が高額療養費として支給されます。一度申請いただくと次回からは自動 
で指定の口座に振り込みます。 

 

 

所得区分 
 

外来（個人単位） 外来 + 入院（世帯単位） 

現役並み所得者 ５７，６００円 ８０，１００円 +（医療費―２６７，０００円）×１％（※1） 

一般 １４，０００円(※2) ５７，６００円 

低所得者Ⅱ ８，０００円 ２４，６００円 

低所得者Ⅰ ８，０００円 １５，０００円 

※1 現役並み所得者は、過去１２か月以内に外来＋入院の限度額を超えた支給が４回以上あった場 

合、４回目以降は４４，４００円。 

※2自己負担額の年間限度額（８月１日から翌年７月３１日までの間）として１４４，０００円。 
●高額介護合算療養制度（医療と介護の自己負担合算後の限度額） 

１年間（毎年８月～翌年７月まで）における後期高齢者医療保険と介護保険の自己負担額を 
合計し、基準額を超えた場合に、超えた金額を払い戻し、負担を軽減します。入院時の食事代 
や保険が適用されない差額ベッド代などは含みません。 
・医療と介護の自己負担合算後の限度額 

所  得 
基礎控除後の 

総所得金額等 

70 歳未満世帯 
所 得 区 分 

70～74 歳未満世帯 75 歳以上世帯 

医療保険+介護
保険 

医療保険+介護
保険 

後期高齢者医療
+介護保険 

901 万円超 
212 万円 

（175 万円） 
現 役 並
み 所 得
者 

村民税課税標準
が 145 万円以上
の方 

67 万円 
（89 万円） 

67 万円 
（89 万円） 

600 万円超 
 
901 万円以下 

141 万円 
（135 万円） 

一般 

村民税課税世帯
（現役並み所得
者・低所得者以
外の方） 

56 万円 
（75 万円） 

56 万円 
（75 万円） 210 万円超 

 
600 万円以下 

67 万円 

低 所 得
者Ⅱ 

村民税非課税世
帯の方（低所得
者Ⅰ以外の方 

31 万円 
（41 万円） 

31 万円 
（41 万円） 

210 万円以下 
60 万円 

（63 万円） 

低 所 得
者Ⅰ 
 

村民税非課税世帯で

世帯の各収入から必

要経費・控除額を差

し引くと所得が０円

になる方（年金収入

のみで 80 万円以下） 

19 万円 
（25 万円） 

19 万円 
（25 万円） 

村民税非課税

世帯 
34 万円 

 
 

●保険料の算定方法  

保険料は被保険者均等割（応益割）と所得割（応能割）に分けられます。保険料は医療費の給 
付などの状況から、２年ごとに見直しされます。保険料額は、年額５７０，０００円が限度額とな 
ります。 

・岩手県の保険料 
 

平成２８年度・２９年度の保険料率 

被保険者均等割額 所得割率 

３８，０００円 ７．３６％ 

所得割額＝（前年の総所得金額等―基礎控除額：３３０，０００円）×７．３６％ 
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●保険料の軽減 

①所得が少ない方への軽減  

所得が少ない方は、保険料が軽減されます。 
・均等割額の軽減 

 

軽減割合 世帯（被保険者と世帯主）の所得額 軽減後の均等割額 

９割軽減 
３３万円を超えない世帯のうち、被保険者全員の各種所得が０

円の世帯（公的年金控除額は８０万円として計算） 

３，５８０円 

８．５割軽減 ３３万円を越えない世帯 ５，３７０円 

 

５割軽減 
「３３万円＋２６万５千円×世帯の被保険者の数（世帯主で 
ある被保険者を除く）」を超えない世帯 

 

１７，９００円 

２割軽減 「３３万円＋４８万円×世帯の被保険者の数」以下 ２８，６４０円 

・所得割額の軽減 

 所得割額を負担する方のうち、所得割額の算定に用いる所得が５８万円以下の方は、所 
得割が２割軽減されます。（収入が年金のみの場合、年金収入が１５３万円から２１１万円 
までの方が対象となります） 

②被用者保険の被扶養者の方への特例  
後期高齢者医療制度に加入する前日まで、被用者保険（職場の健康保険など）の被扶養者だ 

った方は、所得割額はかからず、均等割額が７割軽減になります。（国保、国保組合に加入して 
いた方は該当しません）  
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15 体調が悪くなったとき 
 

◎体調が悪くなったときは・・・ 
●二戸病院附属九戸地域診療センター  

診療科、診療時間は、二戸病院附属九戸地域診療センター（☎  42-2151）にお尋ねくださ

い。 

対応できるのは、検査やレントゲン撮影、入院の必要がない患者さんの場合です。救急車を利 

用しなければならないような場合は、二戸病院へ直接受診していただく体制になっています。 

 

●二戸・軽米病院へのタクシーの無料利用  

九戸地域診療センターでは、同センターを受診し、紹介により入院が必要になった患者さんと 

その家族に対し二戸あるいは軽米病院までのタクシーの無料券を交付します。詳しくは九戸地域 

診療センター（☎ 42-2151）にお尋ねください。 
 

 

●休日当番医・休日当番歯科医  

休日に具合が悪くなったときは、休日当番医・休日当番歯科医を利用しましょう。休日当番医・ 

休日当番歯科医については、二戸地区の医院、歯科医院で対応しています。休日当番医・休日 

当番歯科医は毎月広報紙でお知らせしておりますので、ご確認ください。また、最後のページ 

に二戸地区医療機関一覧を掲載しておりますので、ご利用ください。 

 

●こども救急相談電話（☎ 019-690-9000 か局番なしの♯ 8000） 

 夜間に子どもの具合が悪くなったときは、「こども救急相談電話」に相談しましょう。電話で 

子どもの病気や事故のことが相談できる窓口です。経験豊かな看護師がアドバイスします。（年 

中無休 / 午後７時から午後１１時まで）  
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16 福祉 
 

◎福祉・・・住民生活課地域福祉班☎ 42-2111 内線 201 ～ 203 

●各種相談 

障害のある方、お年寄り、母子家庭、生活保護に関することなど福祉の増進のため各種相談 
や援助を行っています。民生委員や社会福祉協議会などと連携を図り、広く村民福祉の充実に 
努めておりますので、お気軽にご相談ください。 

●災害弔慰金制度  
豪雨などの自然災害により死亡した村民の遺族に対する災害弔慰金の支給や、自然災害によ 

り精神又は身体に著しい障害を受けた村民に、災害障害見舞金の支給や災害援護資金の貸付制度
があります。 

●母子（寡婦）福祉資金貸付 
 母子家庭の母の経済的な自立や児童の就学などで資金が必要になったとき、資金の貸付制度 
があります。 

●児童虐待・障がい者への虐待や差別に関すること 

家庭内暴力 住民生活課地域福祉班が窓口になっていますので、お気軽にご相談ください。 
●児童手当 

児童を養育している家庭の生活安定と、次代の社会を担う児童の健全な育成及び資質の向上 
に資するための支給される手当です。 

 

対 象 支 給 額 

０～３歳未満（一律） １５，０００円 

３歳以上小学校修了前（第１・２子） １０，０００円 

３歳以上小学校修了前（第３子） １５，０００円 

中学生（一律） １０，０００円 

（平成２４年度から所得制限あり） 
 

●児童扶養手当・特別児童扶養手当 

・児童扶養手当  

ひとり親家庭及び父親あるいは母親が法律に定める疾病の状態にある家庭で、１８歳未満 
の児童を養育している方に支給される手当です。（所得制限あり） 

・特別児童扶養手当 

 障害のある２０歳未満の児童を家庭で養育している方に支給される手当です。（所得制限あり） 
※詳しくは住民生活課地域福祉班へお問い合わせください。 

 

◎身体障害者手帳・療育手帳・精神保健福祉手帳の交付・・・ 

住民生活課地域福祉班・☎ 42-2111 内線 202 

身体に障害があるため日常生活や社会生活に制約を受けている方は、身体障害者手帳の交付を、 
知的障害がある方は療育手帳の交付を、また精神障害のある方は精神保健福祉手帳の交付を受ける  

ことができます。さまざまな障害サービスや制度を利用するためには各手帳が必要です。 
①身体障害者手帳  

身体障害の程度を証明する手帳を、身体障害者福祉法に基づき交付します。この手帳は、各 
種サービスを受けるときに必要となる手帳です。サービスの内容は、障害の程度のより異なる 
 場合があります。 

◆対 象 者 視覚、聴覚・平衡機能、音声・言語・そしゃく機能、肢体不自由（上肢、下肢、 
体幹、脳原性運動機能）、心臓機能、腎臓機能、呼吸器機能、膀胱・直腸機能、 
小腸機能、免疫機能、肝臓機能に永続する障害が認められる方 

◆程 度 区 分 障害の程度により１級から６級までに区分されます。 

◆手 続 き 等 所定の「身体障害者診断書」が住民生活課地域福祉班にありますので、指定医 
師に診断書を作成してもらい、印鑑、写真（縦４ｃｍ×横３ｃｍの上半身のも
の） を持参のうえ、申請してください。 
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②療育手帳 

知的障害の程度を証明する手帳を、療育手帳制度（国の制度）に基づき交付します。この手帳は、 各
種福祉サービスを受けるときに必要となる手帳です。サービスの内容は、障害の程度により 

 異なる場合があります。 
◆程度区分 障害の程度は、Ａ（重度）とＢ（中程度）があります。 

◆手続き等 岩手県福祉総合相談センター（盛岡市本町通 3-19-1 ☎ 019-629-9613）で判定 し
ますので、村の窓口を通じて、または直接電話で予約してください。盛岡市 ま
で行けない方は、巡回相談がありますので、住民生活課地域福祉班に聞いて 予
約してください。判定後は、住民生活課地域福祉班へ印鑑、写真（縦４ｃｍ 
×横３ｃｍの上半身のもの）を持参のうえ申請してください。手帳取得後は、 
障害の程度を確認するため、再判定が必要となる場合があります。再判定の時 期
は手帳に記載されています。 

③精神保健福祉手帳  
精神障害の程度を証明する手帳を、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に基づき交付 

します。この手帳は、各種福祉サービスを受けるときに必要となる手帳です。サービスの内容は、 障
害の程度により異なる場合があります。 

◆程度区分 障害の程度により１級から３級までに区分されます。 

◆手続き等 所定の診断書が精神科医院または村住民生活課にありますので、医師に作成し て
もらい、印鑑、写真（縦４ｃｍ×横３ｃｍの上半身のもの）を持参のうえ申 請
してください。障害年金を受けている方は診断書を取らずに申請することも で
きます。 

※精神保健福祉手帳の手続きは保健センターでも出来ます。 
 

注意事項 次の場合は届出が必要になります。 
・住所や氏名が変わったとき 
・保護者の氏名または住所が変わったとき 
・他市町村へ転出するとき 
・他市町村から転入してきたとき 
・死亡したとき 
・手帳を必要としなくなったとき（障害の治癒等） 

 
●特別障害者手当・障害児福祉手当 

 重度の障害によって、常時介護を必要とする障がい者（児）が家庭で生活している場合に 
手当を支給します。 
※詳しくは住民生活課地域福祉班へお問い合わせください。 

 
●在宅重度障害者家族介護慰労手当 

 家庭で重度障がい者を常時介護している場合には、その介護をしている方に支給されます。 
※福祉サービスを受けていない方に限られます。詳しくは住民生活課地域福祉班へお問い合 

わせください。 
 
●在宅酸素療法患者酸素濃縮器使用助成事業  

在宅酸素療法を必要とする呼吸器機能障がい者の健康維持と福祉増進のため酸素濃縮器使用 
のための経費の一部を助成します。詳しいことは住民生活課地域福祉班にお尋ねください。 

 
●高齢者・障がい者にやさしい住まいづくり推進事業 

   高齢者や障がい者の自立と介護者の負担軽減のため住宅の改善に要する経費について、交付対象経
費の３分の２（４０万円が上限）を補助金として交付します。希望される方は、住民生活課地域福祉
班へ事前にご相談ください。 

 
●自動車改造費等助成事業 

  重度の身体障害者の社会参加及び介護者の負担軽減のため、自動車の改造（購入）に要する経
費を補助します。改造（購入）後の申請は受理できませんので事前にご相談ください。 

 
 ●子どもの発達・障害の相談 
   子どもの発達・障害についての相談は、保健師と一緒になり相談をお受けします。 
 
●難聴児等補聴器購入助成事業 

  軽度・中等度の難聴児に対し、言語の獲得やコミュニケーションの向上を促進するため、補聴器購
入費用の一部を助成します。  
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◎障害福祉サービス・障害児通所支援の利用・・・ 

住民生活課地域福祉班☎ 42-2111 内線 202 
障がい者（児）の生活を支援する次のサービスがあります。 

 

 サービス名 内 容 

住む場所を探し

たい 

共同生活援助 

（グループホーム） 
障害のある人が共同生活を行う住居で、相談や食
事、入浴、排せつ等日常生活上の援助を行います。 

 
 
 
 
 
 
 

居 宅 生 活 を サ 
ポ ー ト し て ほ 
しい 

居宅介護 
（ホームヘルプ） 

ヘルパーが家を訪問して、食事、入浴、排せつ等の 
支援をします。 

 

重度訪問介護 身体に重い障害がある人に、ヘルパーが家を訪問し
て、食事、入浴、排せつ等の支援をします。 

 

 

行動援護 
知的障害や精神障害のため、ひとりでの行動が困難

で常に介護が必要な人に、ヘルパーが安心して外出

できるよう支援します。 

 

同行援護 障害のある人の外出時に同行し、視覚的情報の支援
や移動の援護を行います。 

 

短期入所 介護する人が病気などの場合に、短期間、夜間も含 
め支援します。 

日 中 活 動 に 参 
加したい 

 

生活介護 介護が必要な人に日中、食事、入浴等のお手伝いや 
作業の提供をします。 

自立訓練（機能訓練・生 
活訓練） 

自立した日常生活や社会生活ができるよう、身体機 
能や生活能力向上のための訓練をします。 

就労移行支援 一般就労を希望する人に就労に必要な訓練をします。 

就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） 一般就労が困難な人に働く場を提供します。 

 

 
入 所 し な が ら 
生活したい 

 
 

施設入所支援 

介護が必要な人や通所が困難で、自立訓練または就 

労移行支援サービスを利用している人に対して居住 
の場を提供し、夜間における日常生活上の支援を行 
います。 

障害児通所支援 

児童発達支援 

未就学の障害のある児童に、日常生活における基本

的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適

応訓練を行います。 

医療型児童発達支援 
未就学で上肢・下肢または体幹の機能に障害のある

児童に児童発達支援及び治療を行います。 

放課後等デイサービス 

就学中の障害のある児童に、授業終了後または休業

日に、生活能力の向上のために必要な訓練、社会と

の交流促進等を行います。 

保育所等訪問支援 

保育所等に通う障害のある児童に、その施設を訪問

し、集団生活への適応のための専門的な支援等を行

います。 
 

補装具費の支給 補聴器や義手、義足、車いすなど身体の障害を補う
装具の交付や修理が受けられます。 

※サービスの利用や補装具費の支給を受けたいときは、住民生活課地域福祉班へご相談ください。 
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◎地域生活支援事業サービス・・・住民生活課地域福祉班☎  42-2111  内線  202 

障害福祉サービスとは別に、障がい者の地域における生活を支えるさまざまなサービスがありま 
す。 

 

サービス名 内 容 

 

相談支援事業 困ったことや新しいサービスを利用したいときに、村が委託してい 
る相談支援事業所に相談できます。 

 

日中一時支援事業 介護者の一時的な休息を確保するため、障がい者の日中活動の場を 
提供します。 

 

移動支援事業 屋外での移動が困難な障がい者に、外出のための支援をおこないま 
す。 

 

地域活動支援センター 障がい者が通いながら、創作的な活動や社会との交流促進などさま 
ざまな活動ができるよう支援する場です。 

 
日常生活用具の給付と貸与 

ストマ用装具、頭部保護帽、特殊寝台など日常生活に必要な用具の 
給付や貸与が受けられます。（障害の種類、等級により対象にならな 
い場合もあります） 

意志疎通支援事業 
障がいや難病のため、意志疎通を図ることが困難な障がい者等に、
手話通訳者や要約筆記者等の派遣を行います。 

成年後見制度利用支援事業 
知的障がいや精神障がいにより、判断能力が十分でない方に対し、
成年後見制度の利用を支援します。 

※サービスを利用したいときは、事前に住民生活課地域福祉班へご相談ください。 

 

 

◎自立支援医療について・・・住民生活課地域福祉班☎  42-2111  内線  202 

心身の障害を除去・軽減するための医療について、医療費の自己負担額を軽減する制度です。利用
については、指定自立支援医療機関でのみ利用することができます。自己負担は原則１割で、所得に
応じた負担上限額が設定されます。 

 
●育成医療  

１８歳未満で体に障害や病気があり、放置すると将来体に障害が残る可能性があるが、手術等
によって確実な治療の効果が期待できる場合に行われる医療です。対象となる障害や疾患、具体
的医療例については住民生活課地域福祉班へお問い合わせください。 

 
●更生医療  

１８歳以上の身体障がい者の障害を軽減して日常生活能力、職業能力を回復・維持することを
目的として行われる医療です。身体障害者手帳を所持しており、手帳に記載された「障害」に対
し手術等の治療により確実な治療効果が見込まれ、身体機能が改善（または維持）する可能性の
認められる方が対象となります。対象となる障害と具体的医療例については住民生活課地域福祉 
班へお問い合わせください。 

 
●精神通院医療 

精神保健福祉法に規定する統合失調症などの精神疾患またはてんかんを有する方で、通院によ
る精神医療を継続的に必要とする方が対象です。受給者証の交付申請は住民生活課地域福祉班ま
たは保健センターで出来ます。 
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17 保育 
 

◎保育園・・・住民生活課地域福祉班☎ 42-2111 内線 203 

保護者が仕事などにより、昼間児童の保育ができないときに、下記の保育園で保育します。保育 
料は各家庭の課税状況等に応じて決定されます。通常保育以外に地域の児童福祉の強化を図るため 
に、延長保育、一時保育、障害児保育などの特別保育を行っていますので、お尋ねください。 

●保育園一覧 
 

 

保育園名 
 

住 所 
 

電話番号 
特別保育実施の有無 

延長保育 一時保育 障害児保育 

戸田保育園 戸田 13-69-1 43-2315 ○ ○ ○ 

伊保内保育園 伊保内 2-61-1 42-2208 ○ ○ ○ 

ひめほたるこども園 

（保育園部門） 

 

長興寺 14-33-3 
 
41-1300 

 

○ 
 

○ 
 

○ 

●保育料 
 

階層 
区分 

 

各月初日の在籍児童の属する世帯の階層区分 
保育料（月額：円） 

３歳未満児 ３歳以上児 
 

A 生活保護法による被保護世帯 
 

0 
 

0 

 

B 村民税非課税世帯 

 1,250 1,000 

 
年収約 260 万円未満ひとり親世

帯等の場合 
0 0 

 
C 

 村民税所得割課税額 

 48,600 円未満 

 （均等割世帯含む） 

 

 

 

 

2,500 2,000 

 年収約330万円未満ひとり親世
帯等の場合 

750 500 

 

D1 

村民税所得
割課税額
97,000 円未
満 

 

 うち 77,101 円未満 

 

5,000 3,500 

 年収約 360万円未満ひとり親世
帯等の場合 

2,500 1,750 

 うち 77,101 円以上 5,000 3,500 

 

D2  村民税所得割課税額 169,000 円未満 7,500 5,000 
 

D3 村民税所得割課税額 169,000 円以上 10,000 6,500 

※村内に住所を有する者の内、同一世帯に３人以上の児童がいる場合は、第３子の出生した日 
の属する月から、村内の保育施設に入所している同一世帯の児童の保育料は無料となります。 

 

◎放課後児童クラブ・・・住民生活課地域福祉班☎  42-2111  内線  202 

学童保育は、小学生を対象に放課後の留守家庭の児童たちの生活を守り、健全育成を図るための
場所です。子どもたちは、指導員のもとで放課後遊んだり、勉強したりして過ごします。入所を希
望する方は、役場住民生活課又は村社会福祉協議会（☎ 41-1200）にお申込みください。 

 

名 称 開催場所 住 所 定 員 

 

九戸村学童クラブ 
 

伊保内小学校内 
 

伊保内 7-10-1 
 

５０人 
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18 介護保険 
 

◎介護保険・・・住民生活課保健衛生班☎ 42-2111 内線 121 ～ 123 

介護保険は、４０歳以上の国民がみんなで保険料を出し合い、介護が必要になっても自立した日 
常生活ができるように、また、家族の負担が軽減されるように備える制度です。介護保険事業は 
二戸地区広域行政事務組合が運営しています。お問い合わせは、住民生活課保健衛生班（☎４２－ 
２１１１内線１２１）または二戸地区広域行政事務組合介護保険推進室（☎２３－７７７２）へ。 

●保険料とその納め方 
 介護保険制度は、４０歳以上の方全員が被保険者（加入者）となって保険料を負担します。 
加入や脱退の手続きは、介護保険の資格の取得や喪失の事実が発生した日から自動的に行われ 
ますので、手続きの必要はありません。加入者は次の２種類に分けられ、保険料は所得に応じ 
て７段階に分けられています。 

 

被保険者の区分 納 付 方 法 

①第１号被保険者 
（６５歳以上の方） 

・年金の額が年額１８万円（月額 

１５，０００円）以上の方 

２か月に１回の年金支給日に、 

年金から天引きされます。 

・上記以外の方 
・年度途中で６５歳になった方、 

転入した方 
・年度途中で所得段階の区分が変 

わった方 

「 介 護 保 険 料 納 入 通 知 書 」 で 
金融機関に納めます。納期は 
年 ８ 回（ ７、 ８、 ９、 １ ０、 
１１、１２、１、２月）です。 

②第２号被保険者 
（４０歳から６４歳までの方） 

保険料は加入している医療保険によって決められるので、個人、 

加入保険ごとに金額は異なります。国民健康保険に加入している 
方の場合は、村で定めた計算方法により保険料の額が決められ、 
国民健康保険税に介護保険分を合わせて世帯主が納めることにな 
ります。 
職場の健康保険などに加入している方の場合は、健康保険、共済 
組合などが算出した額を健康保険料に介護保険分を合わせて給料 
から差し引かれます。 

●６５歳以上の保険料（６５歳以上の方の保険料は所得によって異なります） 
 

所得段階 対象者 負担割合 保険料年額（円） 

第１段階 

・生活保護受給者の方 

・老齢福祉年金受給者で世帯全員が村民税非課税の方 

・世帯全員が村民税非課税で、前年の合計所得金額と公的

年金収入額の合計が 80 万円以下の方 

0.45 32,700 

第２段階 
世帯全員が村民税非課税で、前年の合計所得金額と公的年

金収入の合計が８０万円を超え 120 万円以下の方 
0.70 50,900 

第３段階 
世帯全員が村民税非課税で、前年の合計所得金額と公的年

金収入額の合計が 120 万円を超える方 
0.75 54,600 

 第４段階 
村民税課税世帯であるが、本人は村民税非課税であり、前

年の合計所得金額と公的年金等収入額の合計額が８０万円

以下の方 

0.95 69,100 

第５段階 
村民税課税世帯であるが、本人は村民税非課税で前年の合

計所得金額と公的年金等収入額の合計額が８０万円を超え

る方 

1.00 72,800 

第６段階 
本人が村民税課税で、前年の合計所得金額が１２０万円未

満の方 
1.20 87,400 

第７段階 
本人が村民税課税で、前年の合計所得金額が１２０万円以

上１９０万円未満の方 
1.25 91,000 

第８段階 
本人が村民税課税で、前年の合計所得金額が１９０万円以

上２９０万円未満の方 
1.50 109,200 

第９段階 
本人が村民税課税で、前年の合計所得金額が２９０万円以

上の方 
1.70 123,800 
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◎介護サービスを利用するときは・・・住民生活課 

保健衛生班☎ 42-2111 内線 121 ～ 123 

介護保険による介護サービスが必要になったら、まず要介護認定（寝たきりや認知症などにより 
サービスを必要とする状態かどうかの認定、要支援１から要介護５までの７段階）申請が必要です。 
要介護認定を受ける際は、住民生活課保健衛生班の窓口にご相談ください。 

●介護サービス（要介護１～５の方）の種類と費用のめやす 
・居宅サービス 

 

サービス 内 容 費用（自己負担） 

居宅介護支援 相談（介護サービスが受けら 

れるよう支援） 

無料 

訪問介護 身体介護中心（食事、入浴等） 30 分未満  245 円 

生活援助中心（掃除、洗濯等） 45 分未満  183 円 

183 円 訪問入浴介護 移動入浴車等で訪問し、入浴 

介助 

１回 1,234 円 

訪問リハビリ 
テーション 

リハビリの専門家が訪問し、 
リハビリを行います 

１回 302 円（20 分間） 

居宅療養管理 
指導 

医師、薬剤師等が訪問し療養 
上の管理・指導を行います 

月２回まで 503 円 

訪問看護 看護師等が訪問し床ずれの手 
当や点滴の管理を行います 

病院・診療所から 392 円（30分未満） 

訪問看護ステーションから 463 円（ 〃 ） 

通所介護 デイサービスセンターで、食 
事・入浴などの介護や機能訓 
練が日帰りで受けられます 

要介護１ 656 円 
～ （7時間以上～9時間未満） 

要介護５ 1,144 円 

通所リハビリ 
テーション 

介護老人保健施設や病院診療 
所で、日帰りの機能訓練など 
が受けられます 

要介護１ 726 円 
～ （６時間以上～８時間未満） 

要介護５ 1,321 円 

短期入所生活 
介護（ショー 
トステイ） 

介護老人福祉施設などに短期 
間入所して、食事、入浴など 
の介護や機能訓練が受けられ 
ます 

従来型個室 579 円～ 846 円（１日あたり） 

多床室 599 円～ 866 円（ 〃 ） 

ユニット型（準）個室 677 円～946 円（ 〃 ） 

短期入所療養 
介護（医療型 
ショートステ 
イ） 

介護老人保健施設などに短期 
間入所して、医療や介護、機 
能訓練が受けられます 

従来型個室 750 円～959 円（１日あたり） 

 多床室  823 円～1,036 円（  〃  ）   

ユニット型（準）個室 829 円～1,040 円（ 〃 ） 

特定施設入居 
者生活介護 

有料老人ホームなどで食事、 
入浴などの介護や機能訓練が 
受けられます 

要介護１ 533 円 
～ （１日あたり） 

要介護５ 798 円 

福祉用具貸与 車イス、床ずれ防止用具など 

を貸し出します 

月々の利用限度額が適用されます 

特定福祉用具 
購入 

腰掛便座、入浴補助用具など 
の購入 

年間 10 万円を限度に利用者負担分を除いた額 

住宅改修費支

給 

手すりの取り付け、段差の解 
消のための改修費 

改修費 20 万円を限度に利用者負担分を除いた額 
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・施設サービス(所得により負担軽減が受けられます。詳しくは地域包括支援センターにお尋ねください) 
 

サービス 内    容 費用（自己負担・１日あたり） 

介護老人福祉施設 寝たきりや認知症で日常

生活において常時 介 護 が 

必 要 で、 自 宅では介護

ができない方が対象 

 サービス利用者負担分のほかに、居住費・食費・日常生活

費の全額が利用者負担、負担軽減あり  

居住費等の負担限度額・基準費用額 食費の負担

限度額・基

準費用額 
護老人保健施設 病 状 が 安 定 し、 リ ハ ビ 

リ に重点をおいた介護

が必要な方が対象 

利用者負    

担段階等 

ユニット型

個室 

ユニット    

型準個室 
従来型 

個室 
多床室 

第１段階 820 円 490 円 490 円 0 円 300 円 

護療養型医療施設 病状は安定しているもの

の、長期間にわたるり

療養が必要な方が対象 

第２段階 820 円 490 円 490 円 370 円 390 円 

第３段階 1,310 円 1,310 円 1,310 円 370 円 650 円 

基準費用 1,970 円 1,640 円 1,640 円 370 円 1,380 円 

 

●介護予防サービス（要支援１～２の方）の種類と費用のめやす 
 

サービス 内 容 費用（自己負担） 

介 護 予 防 支 

援 

相談（介護予防サービスが受けられるよ 

う支援） 

無料 

介 護 予 防 訪 

問介護 

ホームヘルパーが訪問し調理や掃除をな 

どを利用者と行い、自分ができることが 

増えるよう支援します 

週１回程度の利用 1,168 円 

   
週２回程度の利用 2,335 円 

介 護 予 防 訪 

問入浴介護 

移動入浴車等で訪問し、利用者のできる 

範囲で入浴のお手伝いを行います 

834 円（1回につき） 

介 護 予 防 訪 

問 リ ハ ビ リ 

テーション 

リハビリの専門家が訪問、実施 302 円（1回につき） 

介 護 予 防 居 宅 

療 養 管 理 指導 
医師、薬剤師等が訪問し療養上の管理・ 

指導を行います 

503 円（月２回まで） 

介 護 予 防 訪 

問看護 

看護師等が訪問し介護予防を目的に療養 

上のお世話や必要な診療の補助を行いま 

す 

病院・診療所から 392 円（30分未満） 
   
訪問看護ステーションから 463 円（〃） 

介 護 予 防 通 

所介護 

デイサービスセンターで、食事・入浴な 

どのサービスや生活機能維持向上のため 

の機能訓練が日帰りで受けられます 

要支援１ 1,647 円 
～ （１か月あたり） 

要支援２ 3,377 円 

介 護 予 防 通 

所 リ ハ ビ リ 

テーション 

介護老人保健施設や病院診療所で生活機 

能の維持向上のための機能訓練などが日 

帰りで受けられます 

要支援１ 1,812 円 
～ （１か月あたり） 

要支援２ 3,715 円 

介 護 予 防 短 

期 入 所 生 活 

介護 

介護老人福祉施設などに短期間入所して、 

食事、入浴などのサービスや、生活機能維 

持向上のための機能訓練が受けられます 

従来型個室 433 ～538 円  （１日あたり） 

多床室 438 ～539 円（ 〃 ） 

ユニット型（準）個室 508 ～631 円 （〃） 
介 護 予 防 短 

期 入 所 療 養 

介護 

介護老人保健施設などに短期間入所して、 

医療や介護、機能訓練が受けられます 
従来型個室 575 ～716 円  （１日あたり） 

 多床室  608 ～ 762 円（  〃  ）   

ユニット型（準）個室 618 ～775 円 （〃） ユニット型（準）個室 618 ～775 円 （〃） 
介 護 予 防 特 

定 施 設 入 居 

者生活介護 

有料老人ホームなどで食事、入浴などの 

サービスや生活機能の維持向上のための 

機能訓練が受けられます 

要支援１ 179 円（１日あたり）  

要支援２ 308 円（ 〃 ） 
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●地域密着型サービス 

サービス  内    容 自己負担分 

小規模多機能型居宅
介護 

通いを中心に利用者の選
択に応じ多機能なサービ
スが受けられます 

要支援１～要支援２  

3,066 円～6,877 円（１か月） 

要介護１～要介護５ 

9,298 円～26,849 円（１か月） 

看護小規模多機能型
居宅介護 

小規模多機能型居宅介護
と訪問介護を組み合わ
せ、一体的な介護や医
療・看護が受けられる 

要介護１～要介護５ 

11,119 円～31,141 円（１か月） 

地域密着型特定施設
入居者生活介護 

定員が２９人以下の小規
模な介護専用の優良老人
ホーム。食事・入浴・機
能訓練サービスを受けら
れます 

要介護１～要介護５ 

533 円～798 円（１日） 

地域密着型介護老人
福祉施設入所者生活
介護 

定員が２９人以下の小規
模な介護老人福祉施設に
入所する人が、食事・入
浴、機能訓練などのサー
ビスを受けられるます 

要介護３～要介護５ 

682 円～1,022 円（１日） 

認知症対応型通所介
護 

認知症高齢者が食事や入
浴専門的なケアが日帰り
で受けられます 

要支援１ 407 円～749 円 

要支援２ 430 円～836 円 

5～7 時間未満利用の場合 

認知症対応型共同生
活介護 

認知症高齢者が共同生活
する住宅で、食事・入浴
などの介護や支援、機能
訓練を受けられます 

要支援２ 755 円（１日） 

定期巡回・随時対応
型訪問介護看護 

定期巡回と随時対応によ
る訪問介護と訪問看護を
２４時間受けられます 

介護のみの場合 

5,658 円～25,654 円（１か月） 

介護と看護利用の場合 

8,255 円～29,399 円（１か月） 

夜間対応型訪問介護 

夜間でも安心して在宅生
活が送れるよう巡回や通
報システムによる夜間専
用の訪問看護です 

オペレーションセンターを設置し
ている場合 981 円（１か月） 

オペレーションセンターを設置し
ていない場合 2,667 円（１か月） 

地域密着型通所介護 

利用定員が１８人以下の
小規模な通所介護施設
で、日常生活上の世話や
機能訓練などが受けられ
ます 

要介護１～要介護５ 

641 円～1,107 円（5～7時間未満） 

※食費・居住費は別途自己負担になります 
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●在宅でサービスを利用したとき 

 介護サービスの居宅サービス・介護予防サービスには、要介護度ごとに、月々に利用できる金 
額に上限が設けられています。限度額の範囲内でサービスを利用したときは、自己負担は１割で 
すが、限度額を超えてサービスを利用した場合は、超えた分は全額自己負担になります。 

・サービスの利用限度額（１か月） 
 

要介護度 利 用 限 度 額 自 己 負 担 

要支援１ 50,030 円 5,003 円 

要支援２ 104,730 円 10,473 円 

要介護１ 166,920 円 16,692 円 

要介護２ 196,160 円 19,616 円 

要介護３ 269,310 円 26,931 円 

要介護４ 308,060 円 30,806 円 

要介護５ 360,650 円 36,065 円 

※１ 施設や住宅に入所して利用するサービスは上記の限度額に含まれません。 

※２  特定福祉用具購入、居宅介護住宅改修、居宅療養管理指導については、上記の限度額とは 
別に利用限度額が設定されています。 

 
●施設サービスを利用したとき 

 施設サービスを利用したときは、施設サービス費の１割に加え、居住費、食費、日常生活費 
が自己負担となります。 

 

施設サービ 

ス費の１割 
＋ 居住費 ＋ 食費 ＋ 日常生活費 ＝ 自己負担 

 

●１割の自己負担が高額になったとき（高額介護サービス費） 
 同じ月に利用したサービスの１割の利用者負担の合計が高額になり、ある一定額を超えたと 

きは、超えた分が「高額介護サービス費」として後から給付され、負担が軽くなる仕組みにな 
っています。給付を受けるには、申請が必要です。 

・自己負担の限度額（月額） 
 

 

区 分 
 

世帯の限度額 
 

個人の限度額 

 

生活保護の受給者の方等 
 

15,000 円 
 

15,000 円 

 

 
世 帯 全 員 
が 村 民 税 
非課税で 

 

老齢福祉年金受給者の方 
 

 
 

15,000 円 

前年の合計所得金額と課税年金収入 
額の合計が８０万円以下の方等 

 

 
 

15,000 円 

前年の合計所得金額と課税年金収入 
額の合計が８０万円を超える方等 

 

24,600 円 
 

 

 

村民税課税世帯の方 
 

37,200 円 
 

 

現役並み所得者 44,400 円  

 

●高額医療・高額介護合算制度  

国保同士など同じ医療保険の世帯内で医療と介護の両方を合わせた自己負担が、決められた 
限度額を５００円以上超えた場合、申請すると超えた分が支給され、負担が軽くなります。限 
度額等については、 ２５ページの高額介護合算療養制度をご覧ください。 
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◎九戸村内介護施設一覧 
●入所による介護サービスを受けたい場合 

＜高齢者長期入所型介護施設＞ 
 

地域密着型 特別養護老人ホーム折爪荘 九戸福祉会 ☎ 42-4165 

地域密着型 特別養護老人ホームおりつめの里 九戸福祉会 ☎ 43-3082 

＜高齢者短期入所型介護施設＞ 
 

ショートスティおりつめ 九戸福祉会 ☎ 42-4165 

＜認知症対応型共同生活介護施設＞ 
 

グループホームおりつめ 九戸福祉会 ☎ 42-4111 

 

●通所による入浴、食事サービス等を受けたい場合 

＜ディサービス＞ 
 

九戸村社会福祉協議会 指定通所介護事業所 九戸村社会福祉協議会 ☎ 41-1200 

ディサービスセンターおりつめ 九戸福祉会 ☎ 42-4165 

ディサービスセンターふぁーすとシート ふぁーすとシート ☎ 42-4020 

通所介護かすみ カントリーハウス愛住 ☎ 42-4044 

 

●居宅での家事援助、身体介護等を受けたい場合 

＜ホームヘルパー＞ 
 

九戸村社会福祉協議会指定訪問介護事業所 九戸村社会福祉協議会 ☎ 41-1200 

ホームヘルパーステーションおりつめ 九戸福祉会 ☎ 42-4165 

 

●介護サービスを受けるためのケアプラン作成 

＜居宅介護支援事業所＞ 
 

九戸村社会福祉協議会指定居宅介護支援事業所 九戸村社会福祉協議会 ☎ 41-1200 

居宅介護支援センターおりつめ 九戸福祉会 ☎ 42-4165 

 

●障がい者のための入所施設 

＜共同生活介護＞ 
 

共同生活介護施設ラピュタ ふぁーすとシート ☎ 42-4020 
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●高齢者の相談窓口 

 高齢者の介護や日常生活でお困りの方は、住民生活課地域福祉班・保健衛生班（介護保険）、 
九戸村地域包括支援センター（☎ 42-2111）にお気軽にご相談ください。 

●介護保険以外の在宅福祉サービス 

 介護保険サービスと別に在宅福祉サービスを提供しています。高齢者が寝たきりにならない 
ための予防や、介護する家族の負担を軽減するためのサービスです。村地域包括支援センター 
☎ 42-2111（内線 121）にお気軽にご相談ください。 
・生きがいディサービス事業 

 ディサービスセンターで食事サービスや日常動作訓練などをします。住民生活課地域福
祉班（☎42-2111）にお気軽にご相談ください。 

・生活管理指導員派遣  

ホームヘルパーが家庭を訪問し、家事の支援、指導など日常生活の手助けをします。住民
生活課地域福祉班（☎42-2111）にお気軽にご相談ください。 

・給食サービス事業 
週１回、給食を配達します。九戸村社会福祉協議会（☎ 41-1200）にお気軽にご相談ください
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19 国民年金 
 

◎国民年金・・・住民生活課国保住民班☎ 42-2111 内線 211 ～ 213 

国民年金は、公的年金制度の土台として全国民共通の基礎年金を支給する制度で、老後に安心で 
きる毎日を送るため、また、万一の時の生活の支えとなるものです。保険料の支払いが困難なときは、 
未納のままにせず、保険料の免除申請を行ってください。お問い合わせは住民生活課国保住民班（☎ 
４２－２１１１内線２１１～２１３）へ。 

 
●国民年金の加入は３種類  

日本国内に住所のある２０歳以上６０歳未満の方は全て加入対象となります。加入する方は、 
次の３種類に分けられます。 

①第１号被保険者  

自営業の方、自由業の方、厚生年金などの被用者年金に加入していない方、学生、無職の方。 
加入手続きや保険料の納付は、ご自身で行わなければなりません。 

②第２号被保険者  

厚生年金や共済組合に加入している方（会社、役所、学校などに勤めている方）。保険料の
納付や加入手続きは勤務先で行います。 

③第３号被保険者 

 厚生年金などの被用者年金に加入（第２号被保険者）している方の被扶養配偶者。ご自身 
で保険料の負担はありませんが、事業主を通して第３号被保険者の届出が必要です。 

 
●希望すれば加入できる方（任意加入） 

①日本国内に住所のある２０歳以上６０歳未満で被用者年金制度の老齢年金や退職年金を受け 
られる方 

②日本国内に住所のある６０歳以上６５歳未満で、年金を受けるために必要な資格期間が足り 
ない方や満額の老齢基礎年金が受けられない方 

③国外に住んでいる日本国籍を有する２０歳以上６５歳未満の方 
 

●次のようなときは必ず届出を 

①住所、氏名に変更があったとき 

②厚生年金や共済組合などに加入したとき（配偶者を扶養している場合は、配偶者の届出も必 
要です） 

③厚生年金や共済組合などを脱退したとき（配偶者を扶養している場合は、配偶者の届出も必 
要です） 

④任意加入者が任意加入をやめるとき 
⑤死亡したとき 

 
●国民年金から支給されるもの 

①老齢基礎年金  

保険料を納めた期間と保険料免除期間等を合算した資格期間が１０年以上ある方は６５歳に
達したときに支給されます。（平成２９年８月１日より前は資格期間２５年以上必要でした。） 

②障害基礎年金 

 病気やけがにより、一定の障害の状態になったときに支給されます。 
③遺族基礎年金 

 加入者が死亡した場合、その人と生計を同じくしていた子（１８歳未満または２０歳未満 
の障害者）のある妻、または子に支給されます。 

④寡婦年金 

保険料を納めた期間と免除の期間を合算して１０年以上ある夫が年金を受けないで死亡した
場合、その妻（婚姻期間１０年以上）に６０歳から６５歳になるまで支給されます。 

⑤死亡一時金 

保険料を３年以上納めた方が年金を受けないで死亡した場合、その方と生計を同じくしてい
た遺族に支給されます。 
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◎老齢基礎年金の繰り上げ支給と繰り下げ支給・・・ 

住民生活課国保住民班☎ 42-2111 内線 2 1 1  

老齢基礎年金は６５歳から受け取るのが基本ですが、繰り上げ（早くもらう）と繰り下げ（遅く
もらう）の制度があります。繰り上げの場合は、最大で５年間早く受け取ることができます。その 
代り年金額は繰り上げた月数に、１か月あたり０．５％の減額率を乗じた率が減額されます。逆に繰
り下げの場合は、最大で５年間支給開始を遅くできます。繰り下げた月数に、１か月あたり０．７％ 
の増額率を乗じた額が加算されて支給されます。繰り上げの場合、一度繰り上げ請求しますと、後 
で変更できませんし、請求後に障害者になっても障害基礎年金は受けられません。 
 厚生年金の６０歳からの特別支給の老齢厚生年金は「全部繰り上げ」と「一部繰り上げ」があります。 

年金に関するお問い合わせは、日本年金機構二戸年金事務所（☎２３－４１１１）または住民生活  
課国保住民班へ。 

・老齢基礎年金繰り上げ、繰り下げ支給率表（昭和１６年４月２日以降生まれの人） 
 

 

繰り上げ支給 
 

繰り下げ支給 
 

受け始める年齢 
 

支給率（％） 
 

受け始める年齢 
 

支給率（％） 
 

６４歳 
 

９４ 
 

６６歳 
 

１０８．４ 

 

６３歳 
 

８８ 
 

６７歳 
 

１１６．８ 

 

６２歳 
 

８２ 
 

６８歳 
 

１２５．２ 

 

６１歳 
 

７６ 
 

６９歳 
 

１３３．６ 

 

６０歳 
 

７０ 
 

７０歳 
 

１４２．０ 

（繰り上げ＝１か月早めるごとに０．５％減額、繰り下げ＝１か月遅らせるごとに０．７％増額） 
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20 農地・農業者年金 
 

◎農地の権利移動や転用について・・・農業委員会☎ 42-2111 内線 241 

農地（田、畑、採草放牧地）の権利移動や転用を行う場合は、農業委員会又は県知事の許可が必
要です。 

●農地の移動・転用 
 

農地の移動・転用の内容 農地の移動・転用の要件 

権利の設定、移転（農地）・農地 
法第３条 

取得後農作業に従事すること。取得後耕作面積が３０ａ以上に

なること 

権利の設定、移転（農用地）・

農 業経営基盤強化促進法 
認定農業者、又はあっせん基準に適合する場合 

転用（権利の移動なし）・農地法 
第４条 

自己所有農地等を自分で、農地以外のものにする場合 

転用（権利の移動あり）・農地法 
第５条 

所有者以外の人が農地を、農地以外のものにして利用する場合 

農地の賃借権の解除通知・農地

法 第１８条 
 

※転用を行おうとする農地が、農業地域振興整備計画の農用地に指定されている場合は、転用手 
続きの前に、農業地域振興整備計画の農用地から除外する手続きが必要となります。詳しく
は、 役場農林建設課農地農政班（☎４２－２１１１内線２４１）にお尋ねください。 

●農業委員会定例会  
農業委員会では、毎月１回（予定２０日）に定例会を開催しています。農地法の許可申請書 

の提出期限は毎月１０日、郵送での受け付けはしておりません。 
 

◎農業者年金について 
農業委員会は、農業者だけが加入できる農業者の将来を支える年金の、加入や受給等の相談窓口 

です。 
・加入資格：農業に従事する６０歳未満の方で、国民年金第１号被保険者。農業従事要件は、 

年間６０日以上。 
・年金受給：６５歳から支給されます。希望により６０歳から６４歳まで繰り上げ請求でき

ます。８０歳までに死亡した場合は、８０歳までに受け取る予定であった年金 
額を、生計を一にする遺族が死亡一時金として受け取ることができます。 

・保 険 料 ：月２０，０００円から６７，０００円まで、１，０００円刻みで自由に設定できま 
す。 

・政策支援：認定農業者や青色申告等意欲のある担い手は、国の保険料助成等により負担が 
軽減されます。 

 

◎農地を集積し効率的な利用を・・・村農業再生協議会☎ 42-2111 内線 242 

農地の借り手が見つからない方、農地を借りて経営規模を拡大したい方、農地を集約して作業の 
効率化を図りたい方は、村農業再生協議会（☎４２－２１１１内線２４２）にお問い合わせくださ
い。 

 

◎農地取得の下限面積が３０アールに緩和・・・農業委員会☎ 42-2111 内線 241 

農地を取得する際の下限面積が５０ａから３０ａに緩和されました。 
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21 産業振興 
 

◎農業の担い手育成・・・農林建設課農地農政班☎ 42-2111 内線 241 ～ 243 

●新規就農者支援対策事業   

村では、新規就農者（研修者）支援対策事業を行い、農業の担い手を応援しています。 
（１） 支援内容 

①生活費３年間支援（営農研修期間）  

単身者の場合・・・・・月額１０万円 
夫婦２人の場合・・・・月額１３万円 
夫婦と子供の場合・・・月額１５万円 

②技術指導及び営農指導 
 ナインズファームの専任指導員による指導のほか農業短大、農業改良普及センター、 

農協、先進的な農業経営を行っている農家等の協力をいただき、農作物の栽培、経営管 
理など、農業経営に必要なノウハウの指導を行います。 

③応募資格 

新規学卒者、U  ターン者等で、独身は概ね３０歳以下、既婚者は概ね４０歳以下の方。 
村外から転入の方は、引き続き村内に居住し営農できる方。 

※応募条件等がありますので、詳しくは（株）ナインズファーム（☎４２－２１１１内線 
２１８）または、農林建設課農地農政班（☎４２－２１１１内線２４２）にお問い合わせ 
ください。 

 

◎農業生産支援・・・農林建設課生産振興班☎ 42-2111 内線 251 ～ 253 

●農林業振興資金 

村では、農林業者が経営や生活の改善を目的として、生産施設の整備や機械・技術の導入、 
災害復旧事業の自己負担金の資金として、無利子の農林業振興資金を貸付しています。 
・貸付限度額 300 万円（事業費の 80/100 以内） 

※ただし、コンバインの購入に限り 500 万円以内 
・償還期間 ７年以内（据置期間を含む） 

・連帯保証人 貸付額 100 万円未満は不要 

また、農林業振興資金以外にも、スーパーＬ資金や農業改良資金など農業制度資金の相談窓口
となっています。詳しくは、農林建設課生産振興班にお問い合わせください。 

●農業制度資金借入者に対する利子補給 

農業経営改善のための制度資金借入者に対し、農家負担軽減のため利子補給を行っています。 
 

●野菜価格安定補償事業  

村が生産拡大を進める重点推進品目、ねぎ、とまと、にんじん、ピーマンについて、市場価 

格が一定額を下回った場合、農家が安心して生産できるよう村と生産者と農協とが共同で下回 
った額の差額を補填します。 

 

●農業生産基盤整備事業  

水田の区画や水路の改修など小規模の生産基盤整備を共同で行う場合、掛かる費用の７割を補 

助（小規模な災害も同様）します。詳しくは、農林建設課農地農政班にお尋ねください。 
 

◎林業振興について・・・農林建設課生産振興班☎  42-2111  内線  251 

●間伐事業への嵩上げ補助  

間伐事業の実施者に対して、事業費の１割を嵩上げ補助。 

●伐採届及び林地開発について 

地域森林整備計画対象民有林地内において、木を伐採したり、地形を変更するときには、森 
林法で定められている手続きが必要です。また、伐採した後に再度森林にする場合の単純伐採 
については、伐採の９０日～３０日前までに農林建設課生産振興班に伐採届を提出してくださ 
い。 
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①開発区域が１０，０００㎡未満の場合 

 小規模林地開発計画と伐採届を村に提出してください。（森林伐採だけの時は、伐採届のみ） 
②開発区域が１０，０００㎡以上の場合 

 林地開発計画を県に提出してください（森林伐採だけの時は、伐採届を村に提出してくだ 
さい） 

●保安林で制限される行為 保安林では
次の行為が制限されます 

１、立木の伐採 
①保安林で立木を伐採する場合は、あらかじめ県知事の許可を受けなければなりません 
②択伐については県知事に届出を。間伐については村長に間伐届を提出してください。 

③許可や届出で伐採できる量は、保安林ごとに定められた量以下になります。 
２、土地の形質の変更など 

保安林内で家畜の放牧や土石・樹根の採掘、開墾その他の土地の形質を変更する行為な 
どを行う場合には、あらかじめ県知事の許可を受けなければなりません。これらの行為が、 
保安林の働きが損なわれない行為の場合は許可されます。 

３、植栽の義務 

立木を伐採したあと、木を植えなければもとの森林状態に回復しない場合には、植栽が義 
務付けられます。 

※保安林内で間伐を行う場合、事前に役場農林建設課生産振興班（☎４２－２１１１内線 
２５１）に間伐届を提出してください。 

●林業生産基盤事業 

 概ね 10ha 以上の受益面積のある森林で、小規模な森林作業道開設や改良などの林業基盤整備を 
共同で行う場合、掛かる経費の 10分の 7を補助（限度額 140 万円）します。 

●木炭生産施設整備事業 

３人以上の木炭を生産する者で組織する生産組合が、製炭窯を設置する事業について、規定の

補助額を交付します。詳しくは、農林建設課生産振興班にお問い合わせください。 
●森林の土地の所有者届出制度について 
  売買や相続などで山林を新たに取得した人は、個人・法人、面積の多少にかかわらず届出が必要 
です。土地の所有者となった日から 90日以内に、取得した山林のある市町村の長に届出をしてくだ 
さい。届出に必要な書類については、農林建設課生産振興班または、二戸農林振興センター林務室 
（☎２３－９２０４）へお問い合わせください。 

 

◎土地利用の制限・・・総務企画課地域振興班☎ 42-2111 内線 172 

●１０，０００㎡以上の土地取引には届出が必要です。 

①届出期限は、契約締結日を含めて２週間以内です。 
②届出は村長を経由して岩手県知事に対して行います。 
③届出は土地の取得者が行わなければなりません。 
④届出をしないと法律で罰せられます。 
 

◎商工業者支援対策・・・総務企画課地域振興班☎  42-2111  内線  172 

●事業資金借入への利子補給（九戸村中小企業金融対策資金利子補給事業） 

 中小企業の事業主のために、運転資金や設備資金の借入金に対し利子補給を行っています。 

詳細については、村総務企画課地域振興班または九戸村商工会（☎４２－２２３０）にお問合
せください。 

 ●プレミアム商品券発行事業・・・総務企画課地域振興班☎  42-2111  内線  172 

   生活者の購買意欲を高めて地域経済を活性化するため、村補助により九戸商業協同組合がプレ
ミアム商品券を発行しています。１枚額面５００円券を１１枚セットとして５，０００円で販売
し、村内の組合加入店で利用できます。加入店、発行時期については九戸商業協同組合（☎４２
－２２３０）へお問合せください。 

 ●新卒者ふるさと雇用支援奨励金・・・総務企画課地域振興班☎  42-2111  内線  172 

   新卒者の雇用拡大と地元への定着促進のため、新卒者を雇用した村内の事業主に対し、雇用支
援奨励金を交付します。 

   新卒者雇用１名につき月額３万円（交付期間は３６か月を限度） 
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22 教育 
 

◎幼稚園・・・教育委員会教育総務班☎ 42-2111 内線 302・333 
 

施 設 名 住 所 電話番号 対象年齢 

ひめほたる子ども園 

（幼稚園部門） 

 

長興寺 14-33-3 
 
41-1300 

 

満３歳以上 

● 幼稚園の保育料等 
 

区 分 金  額 

保育料 月額  1,250 円 

預かり保育料 一時預かり保育料 日額  150 円 

長期預かり保育料 月額 2,500 円 

給食費 月額 1,250 円 

※村内に住所を有する一つの世帯に属する子が３人以上いる場合における保育料等は、無料になり  

ます。 
 

◎小・中学生が住所を異動するときは・・・教育委員会 

教育総務班☎ 42-2111 内線 302・333 

●転入の場合 

村内に転入された際は住民生活課窓口で転入手続きをし、就学児童がいる場合は、教育委
員会でも転校手続きをしてください。 

●村内転居の場合  
通学区域外に転居したときは、住民生活課窓口で転居手続きをし、教育委員会から交付され 

た転校通知書を学校へ提出してください。 

●村外へ転出の場合 

 住民生活課窓口で転出届をし、教育委員会でも手続きをし、転校通知書を転校先の学校へ提 
出してください。 

 

◎小・中学校の特別支援学級・・・教育委員会 

教育総務班☎ 42-2111 内線 302・333 

現在、村内には特別支援学級が設置されている小中学校があります。就学についてご相談ください。 
 

◎村外の小・中学校へ就学させたい場合・・・教育委員会 

教育総務班☎ 42-2111 内線 302・333 

     子どもは、住所地の市区町村の教育委員会が指定する小学校または中学校に就学させることに
なりますが、やむを得ない理由で本村以外の公立小・中学校または私学などへ就学させたい場合
は申し出てください。 

 

◎就学援助・奨学金について・・・教育委員会 

教育総務班☎ 42-2111 内線 302・333 

●義務教育 

経済的理由で就学させることが困難な家庭に対し、学用品費などを援助する制度及び特別
支援学級に在籍する児童生徒の保護者に対して、就学に要する経済的負担を軽減するため、
定められた額を援助する制度があります。 

●高校生・大学生に対する奨学金貸与制度 
経済的な理由により高等学校以上への就学が困難な方に、村では奨学金を貸与しています。 

貸与の対象は村内に住所を有する子女で、品行方正・学業優秀であり、在学または最終出身学 
校長が奨学生として推薦し、なおかつ学資の支弁が困難な方となっています。 
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●貸付金額（月額） 

高校生等 １５，０００円以内 

高等専門学校等 ３０，０００円以内 
大学生等 ４０，０００円以内 

 

◎教育相談・・・教育委員会教育総務班☎ 42-2111 内線 302・333 

教育委員会では、教育上の悩みごとについての相談を受けています。電話での相談にも応じてい 

 ます。 

 

◎学校給食・・・教育委員会教育総務班☎ 42-2111 内線 302・333 

             給食センター ☎43-2766 

 学校給食費は、１食あたり小学校１２０円、中学校１３９円、高等学校１１５円となっていま

す。平成２９年４月より半額としています。 
 

◎青少年教育・・・教育委員会生涯学習班☎ 42-2111 内線 304・305 

青少年の健全な育成は、家庭や学校、地域などが連携しながら進めています。 
 

◎成人教育・・・教育委員会生涯学習班☎ 42-2111 内線 304・305 

生涯学習のために、村民の皆さんが自ら学び、自ら創造する学習情報や場所を提供していますので、 
お気軽にご利用ください。詳しくは広報紙等でお知らせします。 

●各種教室・講座（平成２９年度開設状況） 
 

教室・講座 教室・講座 

書道教室 生涯学習アカデミー 

着付け教室 女性教室 

パッチワーク教室 家庭教育学級 

料理教室 九戸村の歴史を学ぶ 

小学校ボールルームダンス教室 トレーニング教室 

舞踊教室 地区公民館講座 

手作り伝承塾  
 

◎体力づくり・・・体育センター☎   42-2177 

●体育センタートレーニングルーム 

・利用時間 午前９時から午後９時５０分 
・使用料 １時間 １００円 
・利用方法 事務室に利用を申し込み、使用料をお支払ください。 
・休館日 毎週月曜日（ただし、月曜日が祝日の場合は、翌日が休館日） 
・注意事項 中学生の個人での利用はご遠慮ください。小学生以下は利用できません。 

・問合せ先 九戸村体育センター（☎４２－２１７７） 
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23 公共交通 
◎生活バス路線の維持・・・総務企画課地域振興班☎ 42-2111 内線 172 

高齢者等の生活の足として、また児童生徒の通学利用のため、乗合バスを運行する岩手県北自動
車㈱（以下「岩手県北バス」と表記）への補助金支出により各種のバス路線を維持しています。 

路線ごとの運行日、時刻等については、岩手県北バス発行の時刻表を参照ください。 
●九戸村循環バス 

九戸地域診療センター、オドデ館、ふるさとの館などの施設を含め村内各停留所を循環して運
行（曜日により運行コースの変更或いは運休有り）。一回乗車につきワンコイン１００円（小人
５０円）で乗車できます。 

●広域生活路線 
    一戸線（岩手県北バス伊保内営業所～イコオショッピングセンター 一日１往復）、葛巻線

（ふれあい広場～葛巻中学校 一日３往復）の２路線運行。いずれも岩手県と九戸村による補助
路線となっています。 

●二戸病院線 
 岩手県北バス伊保内営業所～県立二戸病院間を一日一往復（土日祝日運休）運行。途中、二戸
市内要所での乗降が可能です。 

   
上記の補助路線以外に、村内路線のほか二戸線（岩手県北バス伊保内営業所～二戸駅）、軽米線

（同営業所～県立軽米病院～軽米新町）、オドデ館経由の高速バス（久慈営業所～盛岡・東京、八
戸～盛岡）があり、またＪＲバス東北㈱が二戸駅～久慈駅間をオドデ館等経由で運行しています。 

生活バス路線維持のため、公共バスの利用向上にご理解とご協力をお願いします。 

 

◎公共バス利用助成・・・総務企画課地域振興班☎ 42-2111 内線 172 

乗合バスの利用促進と利用者の経済的負担を軽減するため、岩手県北バスから九戸村回数券（大
人回数券・小人回数券）または通学定期券を購入した場合、費用の一部を助成しています。助成は
九戸商業協同組合共通商品券で行い、村内の組合加盟店で商品券の利用が可能です。 
●バス利用回数券の購入助成 

対 象 者 九戸村住民（未成年の場合はその保護者） 

申請方法 
岩手県北バスの証明付きの九戸村回数券（大人回数券・小人回数券）持参の

うえ助成金交付申請書により、役場総務企画課地域振興班で手続きください。 

対象路線  九戸村循環バス以外の村内路線、一戸線、葛巻線、二戸線、軽米線 

助成割合 

村内のみでの乗降の回数券：購入額の５割以内 
乗降の一方が村外の回数券：購入額の２割以内 

（＊小人回数券は大人回数券の１／２の金額となるため、最少助成金額の
５００円に満たない場合があるのでご注意ください。） 

 
●高校生通学バス定期券の購入助成 

対 象 者 
県立伊保内高等学校に通学している生徒の保護者 
九戸村住民で高等学校に通学している生徒の保護者 

申請方法 
岩手県北バスで購入した定期券の写しを助成申請書に添付（年度初回申請時

のみ在学証明書を併せて添付）のうえ役場総務企画課地域振興班で手続きくだ
さい。 

通学方法 

 岩手県北バス運行の次の路線で居住地から学校までの最短経路での通学であ
ること。 
県立伊保内高等学校の生徒：一戸線、葛巻線、二戸線 
伊保内高等学校以外の生徒：一戸線、葛巻線、二戸線、軽米線 

助成割合 
県立伊保内高等学校の生徒：購入額の５割以内 
伊保内高等学校以外の生徒：購入額の２割以内 
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24 議会・選挙 
◎村議会・・・議会事務局☎ 42-2111 内線 181 ～ 182 

村議会議員の定数は１２人です。村議会は村長が招集します。定例会は年４回、臨時会は必要に 
応じて開かれます。会議は本会議と常に設置されている常任委員会、議会運営委員会及び必要に応 
じて設置される特別委員会があります。 

●本会議 

議員全員が議場に集まって、村議会の最終的な意思を決定する会議です。村長などに一般質 
問を行い、村政全般についての所信を問うことや、議会に提出された議案や村議会としての意 
見表明などの議決はすべて本会議において行われます。 

●常任委員会 

議案などを専門的、合理的、能率的に審議するために、所管部門を定めて設けている常設の 
委員会です。本会議で付託された議案や請願・陳情を詳細に審査し、その結果を本会議で報告 
します。現在九戸村議会には、総務教育、産業民生の２つの常任委員会が設置されています。 

●議会運営委員会  
議会が円滑に運営されるよう、議長の諮問により会期の設定や議案・請願等の取扱いなど、 

議会運営に関する事項や議会の規則についての協議を行います。 
●特別委員会 

本会議の議決によって必要に応じ設置されるもので、その委員会を設置した目的が達成され 
ると終了します。例年３月には予算審査特別委員会が、９月には決算審査特別委員会がそれぞ 
れ設置されています。 

 

◎村議会への請願・陳情・・・議会事務局☎ 42-2111 内線 181 ～ 182 

村民はだれでも、村政についての要望などを文書で請願・陳情として議会に提出することができ 
ます。議会へ請願・陳情するときは、趣旨、提出年月日、請願・陳情者の住所、氏名を記載し、押 
印した文書を議長あてに提出してください。 

なお、請願の場合、内容に賛意を表する議員の紹介が必要で、請願書の表紙に紹介議員の記名押 
印を受けなければなりません。 

 

◎村議会の傍聴・・・議会事務局☎ 42-2111 内線 181 ～ 182 

村議会の本会議と委員会は傍聴することができます。本会議、委員会の開かれる当日、議会事務 
局で傍聴人受付簿に住所、氏名を記載してください。団体で傍聴するときは、前もって議会事務局 
にご連絡ください。 

なお、委員会の傍聴は、委員会の許可がない場合は傍聴できませんので、あらかじめご了承願います。 
 

◎選挙・・・選挙管理委員会事務局☎ 42-2111 内線 181 ～ 182 

●選挙人名簿の登録 

 年齢２０歳以上で、本村に引き続き３か月以上居住し、住民基本台帳に記録されている方が 
登録されています。投票を行うためには、この名簿に登録されている必要があります。他の市 
町村へ転出した場合には、一定期間をすぎると名簿から登録抹消されます。選挙人名簿は、住 
民基本台帳が基礎となりますので、転入・転出の際にはきちんと届出ましょう。 

●定時登録 
毎年３月、６月、９月、１２月の各月の１日現在で上記の要件を備えている方を同月２日に登録します。 

●選挙時登録 

選挙が行われるとき、選挙管理委員会が定める登録基準日現在で前記の要件を備えている方 
を登録します。 

●期日前投票 

投票日当日に、仕事や旅行などで投票所に行くことができない場合は、告示（公示）日の翌日 

から投票日の前日までの間に期日前投票ができます。期日前投票は、通常九戸村役場で受け付けて 

います。 
●投票 

投票所入場券に記載された指定の投票所で行ってください。投票所入場券は、選挙の告示（公 
示）日後に世帯主あてに郵送されます。 
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24 お知らせ 
 

◎村の独自施策に基づく各種の制度を紹介します 
１、さわやかハッピーファミリー祝い金・・・・住民生活課国保住民班☎ 42-2111 内線 211 ～ 213 

・出産祝い金・・・１件 ５０，０００円 

 第３子以上を出産し、村内に１年以上居住することを確約した人に給付 
・結婚祝い金・・・１件 ５０，０００円  

婚姻届を提出し、村内に１年以上居住することを確約した夫婦に対して給付 
 

２、救急医療情報キット配布事業・・・住民生活課地域福祉班☎ 42-2111 内線 201 ～ 203 

ひとり暮らし老人等の世帯において、救急あるいは災害時に救急隊員が個人情報を知ること
で、迅速な対応できるように救急医療情報キットを申請により配布。 

 

３、福祉タクシー事業・・・住民生活課地域福祉班☎ 42-2111 内線 201 ～ 203 

重度障がい者等の社会参加の促進を図るため、タクシー料金の一部を助成します。乗車 1 回
につきタクシーの初乗り料金相当額を助成し、１月２回を限度とします。対象者は身体障害者
手帳１級または療育手帳Ａの方です。ただし施設等に入所している場合や自動車税または軽自動
車税の減免を受けている場合もしくは盲学校、ろう学校、養護学校の寄宿舎に入寮している場 
合は除きます。 

 

４、特定疾患等医療費給付事業・・・住民生活課地域福祉班☎ 42-2111 内線 201 ～ 203 

特定疾患や精神障害をお持ちの方に対し、医療費の一部を給付し、生活の安定と福祉の増進
を図ります。次に該当する方の、対象となる疾患に係る医療費の一部負担の２分の１を給付し
ます。ただし、他の法令の規定により医療給付が行われている方は除きます。申請には、医療費
の領収書、対象者であることを確認する書類（特定疾患医療費受給者証または自立支援医療費
受給者証（精神通院））、印鑑、保険証、振込先口座番号が必要です。 

●対象者 
・県の特定疾患医療費受給者証の交付を受けている方 
・自立支援医療受給者証（精神通院）の交付を受けている方 

 
５、福祉対策補助金・・・住民生活課国保住民班☎ 42-2111 内線 211 ～ 213 

(1) 重度心身障害者医療給付分                                                          
重 度 心 身 障 害 者 医 療 給 付 事 業 に お い て、 所 得 制 限 に よ り 給 付 対 象 外 と な る 者 及 び 外 

来 １，５ ０ ０ 円、 入 院 ５，０ ０ ０ 円 の 自 己 負 担 が 生 じ る 者 に 対 し て、 自 己 負 担 額 を 補 助。 

(2) 乳幼児・妊産婦医療費給付分 

 乳幼児（６歳に達する日以後最初の３月３１日までの間にある者）・妊産婦（妊娠５か月の 
初日から出産の翌月末日までの者）医療費給付事業において、所得制限により給付対象外に 
なる者及び外来１，５００円、入院５，０００円の自己負担が生じる者に対して、自己負担額 
を補助。 

(3) 小学校児童・中学校・高校生生徒医療費給付分 
小学校児童・中学校・高校生生徒医療費の自己負担分を補助。 

(4) 寡婦医療費給付分  
寡婦医療費の自己負担分を補助。ただし、外来は村内医療機関を受診した場合。 

(5) ひとり親家庭医療費給付分                                                 
         ひ と り 親 家 庭 医 療 給 付 事 業 に お い て、 所 得 制 限 に よ り 給 付 対 象 外 と な る 者 及 び 外 来 

１，５００円、入院５，０００円の自己負担が生じる者に対して、自己負担額を補助。 
●対象者 

①配偶者のない女子又はそれに準ずる男子で、１８歳に達する日以後の最初の３月３１日ま
での間にある児童を扶養する者及びその者の児童 

②父母のない１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある児童 
 

６、人間ドック利用支援・・・住民生活課保健衛生班☎ 42-2111 内線 122 ～ 123 

事業内容については２０ページをご覧ください。詳しいことは住民生活課保健衛生班（☎ 
４２- ２１１１内線１２２～１２３）へお問い合わせください。 
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７、敬老年金等の支給・・・住民生活課地域福祉班☎ 42-2111 内線 201 ～ 203 

７５歳以上の高齢者を対象に敬老会を実施し、長寿のお祝いをするとともに、８０歳以
上の老人に敬老年金を支給しています。また、敬老会時以外でも満９９歳と満１００歳以
上の方に敬老年金を支給しています。 

 

区 分       支 給 額 （円） 

満 ９９歳 １００，０００ 

満１００歳以上 ５０，０００ 

 

８、老人医療費給付事業・・・住民生活課国保住民班☎ 42-2111 内線 212 

後期高齢者医療被保険者以外で、医療費助成の対象にならない６８、６９歳と７３、７４
歳の老人に対し、医療費の一部を助成。ただし、外来は村内医療機関を受診した場合。 

 

９、社会福祉事業・・・社会福祉協議会☎ 41-1200 
 

事 業 名 内 容 

移送サービス事業 特殊車両によるサービス 

地域福祉等推進特別支援対策事業 災害ボランティア講習、子育てサロン、

配食サービス、地域ふれあいサロン 

高齢者就労支援事業 高齢者就労の機会の確保、技能習得講習会 

 

10、介護予防事業・・・住民生活課保健衛生班☎ 42-2111 内線 122 ～ 123 
 

事 業 名 内 容 

運動器の機能向上事業 筋肉トレーニング教室等 

栄養改善事業 栄養実習教室等 

介護予防普及啓発事業 水中ウォーキング、介護予防教室等 

生活管理指導員派遣事業 生きがいヘルパー派遣 

家族介護者教室 健康・介護技術教室等 

口腔機能向上事業 口腔機能向上教室 

家族介護継続支援事業 紙おむつ購入助成 

福祉用具支援事業 シルバーカー購入助成 

 

11、生きがいディサービス事業・・・社会福祉協議会☎ 41-1200 
介護保険認定で非該当となった概ね６５歳以上の者に対し、週１回入浴サービスを実施。 

 
12、ホームヘルプサービス事業・・・社会福祉協議会☎ 41-1200 

介護保険認定で非該当となった概ね６５歳以上の者に対し、日常生活支援及び介護を行う 

 ヘルパーを派遣。 
 

13、水中ウォーキング事業・・・社会福祉協議会☎ 41-1200 
体力の維持増進を図り、介護予防に資するための水中ウォーキングを実施。 
 

14、シルバーカー購入費助成事業・・・住民生活課保健衛生班☎ 42-2111 内線 123 

７０歳以上の高齢者で、シルバーカーの購入を希望する者に対し、購入費の半額（限度額 
８，０００円）を助成。ただし、２台目以降は購入から５年以上経過していること。 

 
15、寝たきり老人等紙おむつ購入費助成事業・・・住民生活課保健衛生班☎ 42-2111 内線 123 

寝たきり老人等で、常時紙おむつが必要な者に対して、紙おむつ購入費の半額（限度
額 ５，０００円）を助成。ただし、世帯員に村民税所得割が課税されていないこと。 

 
16、地域包括支援センター事業・・・包括支援センター(住民生活課保健センター内)☎42-2111 内線 121 

地域包括支援センターでは、介護、介護保険、高齢者福祉サービス等、高齢者のさまざま
な問題について相談を受け付けておりますので、お気軽にご相談ください。 
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17、緊急通報装置設備事業・・・・住民生活課地域福祉班☎ 42-2111 内線 121 
高齢者等で日常生活に不安のある者に対して、緊急通報装置を貸与します。 

 
18、総合福祉センター居住部門管理運営事業・・・社会福祉協議会☎ 41-1200 

高齢者等により自宅で生活することに不安のある者に対し、総合福祉センター２階居住室
を提供しています。 

 

19、放課後児童健全育成事業・・・社会福祉協議会☎ 41-1200、教育委員会☎ 42-2111 内線 302 

住民生活課地域福祉班☎ 42-2111 内線 203 

    小学校４年以下の児童を対象として、放課後における児童の健全育成を図るために、伊保内
小学校には放課後児童クラブを、その他の戸田小学校、山根小学校、長興寺小学校及び江刺家
小学校には全学年を対象にして放課後子ども教室を開設して、子どもの居場所づくに努めてい
ます。 

 
20、住宅建設助成事業・・・・農林建設課地域整備班☎ 42-2111 内線  283 

村民が居住する住宅の建設工事を村内の事業者によって行う場合に要した経費（100 万円以
上）に対し、１０万円の額の九戸商業協同組合共通商品券を助成します。 

※助成対象要件がありますので、詳しくは担当までお問い合わせください。 
 
21、住宅リフォーム助成事業・・・・農林建設課地域整備班☎ 42-2111 内線  283 

村民が住宅のリフォーム工事を村内の事業者によって行う場合に要した経費（３０万円以上） 

に対し、１０％以内（上限１０万円）の額の九戸商業協同組合共通商品券を助成します。 

※助成対象要件がありますので、詳しくは担当までお問い合わせください。 

 
22、太陽光発電システム設置費商品券交付事業・・・・ 

農林建設課地域整備班☎ 42-2111 内線  283 
住宅用太陽光発電システムを村内の事業者によって設置する村民に対し、太陽電池容量１

キロワット当たり３万円（15万円限度）の額の九戸商業協同組合共通商品券を交付します。 
※対象要件がありますので、詳しくは担当までお問い合わせください。 

 
23、生ごみ電動処理機・コンポスト購入助成金・・・住民生活課保健衛生班☎ 42-2111 内線 123 

家庭から排出される生ごみを減量し、堆肥として利用いただくために、生ごみ電動処理機・
コンポストの購入に対し、助成金を交付します。 

・対象者 村内に住所があり、現に居住し、村税の滞納がない方 

・助成金の額 生ごみ電動処理機・・・3万円を限度に、必要経費の 1/2 以内の額 

       コンポスト・・・・・・3千円を限度に、必要経費の 1/2 以内の額 
 

24、野菜価格安定補償事業・・・農林建設課生産振興班☎ 42-2111 内線 251 ～ 253 

事業内容については４５ページをご覧ください。詳しいことは、農林建設課生産振興班へお尋
ねください。 

 
25、農業生産基盤整備事業・・・農林建設課農地農政班☎ 42-2111 内線 241 ～ 243 

事業内容については４５ページをご覧ください。詳しいことは、農林建設課農地農政班へお尋
ねください。 

 

26、新規就農者支援対策事業・・・農林建設課農地農政班☎ 42-2111 内線 241 ～ 243 

事業内容については４５ページをご覧ください。詳しいことは、農林建設課農地農政班へお尋
ねください。 

 
 

27、間伐事業へのかさ上げ補助・・・農林建設課生産振興班☎ 42-2111 内線 251 ～ 253 

事業内容については４５ページをご覧ください。詳しいことは、農林建設課生産振興班へお尋
ねください 
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28、中小企業金融対策資金利子補給事業・・・総務企画課地域振興班☎ 42-2111 内線 172 

事業の内容については４６ページをご覧ください。詳しいことは総務企画課地域振興班へお尋
ねください。 

 

29、水道未普及地域飲料水確保対策事業・・水道事業所（農林建設課水環境班）☎42-2111 内線 271～273 

事業の内容については１２ページをご覧ください。詳しくは水道事業所へお尋ねください。 
 

30、合併処理浄化槽に対する補助（かさ上げ）・・・農林建設課水環境班☎   42-2111  内線  271～273 

事業の内容については１４ページをご覧ください。詳しくは農林建設課水環境班へお尋ねくだ
さい。 

 

31、水洗便所設置費補助金・・・農林建設課水環境班☎ 42-2111 内線 271 ～ 273 

事業の内容については１４ページをご覧ください。詳しくは農林建設課水環境班へお尋ねくだ
さい。 

 

32、融資あっせん利子補給費補助金・・・農林建設課水環境班☎ 42-2111 内線 271 ～ 273 

事業の内容については１４ページをご覧ください。詳しくは農林建設課水環境班へお尋ねくだ
さい。 

 

33、人材育成事業補助金・・・総務企画課地域振興班☎ 42-2111 内線 171 

村では優れた人材を育成するため、村民の皆さんが教育・文化の向上をはじめ、医療、福祉、産
業などの研修を実施する際、補助金を交付し支援しています。詳しくは役場総務企画課地 域振
興班にお尋ねください。 

 
34、子育てサロンはまなすっ子広場・・・社会福祉協議会☎ 41-1200 

村社会福祉協議会子育て支援グループ「はまなっす子広場」は、毎月１回第２火曜日に開催
されています。保育園や幼稚園入園前の２歳児前後が対象となります。子育てには、分からな
いことや迷いが多いものです。児童委員やボランティアなど地域の皆さんが主体になっ て開設
しています。子育ての先輩方がほとんどですので、日頃感じていることや不安などを 話してみ
ませんか。いい気分転換になるかもしれませんよ。 

 
35、コミュニティづくりに対する支援・・・教育委員会内公民館☎ 42-2111 内線 312 

                    総務企画課地域振興班☎ 42-2111 内線 171 

各行政区等の主体的な地域づくりを支援するため「住みたくなる地域づくり活動補助金」や
花いっぱい運動などを支援するための「集落環境整備事業補助金」、「部落公民館建設事業補助
金」、「地域コミュニティ活動助成金」など各種の補助制度によりコミュニティづくりを支援し
ています。 

 
36、要保護と準要保護・・・教育委員会教育総務班☎ 42-2111 内線 302・333 

経済的な理由で小学校及び中学校への就学が困難と認められる児童生徒の保護者に対して、申
請により学用品や学校給食費を給与する制度があります。該当すると思われる方は教育委 員会
にご相談ください。 

 

37、保育料の軽減・無料化・・・住民生活課地域福祉班☎ 42-2111 内線 203 

教育委員会教育総務班内線 302・333 

村では日本一子どもを育てやすい村を目指して、保育料の軽減・無料化を行っています。 
制度の内容は、３２ページ及び４４ページをご覧ください。詳しくは住民生活課地域福祉班（保育
園）または教育委員会教育総務班（幼稚園）にお尋ねください。 

 

38、公共バス利用助成・・・総務企画課地域振興班☎ 42-2111 内線 172 

事業の内容については４９ページをご覧ください。詳しくは総務企画課地域振興班へお尋ねく
ださい。 
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◎くらしのダイヤル 
●村 

 

名 称 住 所 電話番号 

九戸村役場 伊保内 10-11-6 42-2111 

戸田支所（老人福祉センター） 戸田 17-39-2 43-2111 

江刺家支所（ふるさとセンター） 江刺家 8-36 42-3110 

●警察・消防 
 

名 称 住 所 電話番号 

二戸警察署九戸駐在所 伊保内 25-26 42-2210 

二戸消防署九戸分署 伊保内 10-11-6 42-3119 

●福祉・医療 
 

名 称 住 所 電話番号 

九戸村保健センター 伊保内 10-11-6 42-2111 

九戸村総合福祉センター 伊保内 7-39-4 41-1200 

九戸村老人福祉センター 戸田 17-39-2 43-2111 

九戸村社会福祉協議会 伊保内 7-39-4 41-1200 

特別養護老人ホーム折爪荘 伊保内 9-73 42-4165 

特別養護老人ホームおりつめの里 伊保内 7-35 43-3082 

グループホームおりつめ 伊保内 8-15-1 42-4111 

ディサービスセンターふぁーすとシート 伊保内 11-52 42-4020 

通所介護かすみ 伊保内 2-61-1 42-4044 

共同生活介護施設ラピュタ 伊保内 11-52 42-4020 

九戸地域診療センター 伊保内 7-35-1 42-2151 

伊保内歯科医院 伊保内 12-18 42-2105 

●教育・スポーツ 
 

名 称 住 所 電話番号 

九戸村教育委員会 伊保内 10-11-6 42-2111 

九戸村公民館 伊保内 10-11-6 42-2111 

九戸村学校給食センター 山根 5-95 43-2766 

九戸村総合運動場 伊保内 1-61 42-4057 

九戸村体育センター 伊保内 25-94-1 42-2177 

Ｂ＆Ｇ海洋センター 伊保内 24-1 42-2177 

屋内ゲートボール場 伊保内 18-41-6 42-3905 

村営くのへスキー場 伊保内 18-41-6 42-2366 

くのへパークゴルフ場 伊保内 18-41-6 42-4001 

●保育園・こども園 
 

名 称 住 所 電話番号 

戸田保育園 戸田 13-69-1 43-2315 

伊保内保育園 伊保内 2-61-2 42-2208 

ひめほたるこども園 長興寺 14-33-3 41-1300 
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●学校 
 

名 称 住 所 電話番号 

戸田小学校 戸田 16-74-4 43-2211 

山根小学校 山根 10-3-4 43-2212 

伊保内小学校 伊保内 7-10-1 42-2201 

長興寺小学校 長興寺 8-49 42-2202 

江刺家小学校 江刺家 10-12-2 42-2203 

九戸中学校 山根 10-3 43-2121 

県立伊保内高等学校 伊保内 1-61-12 42-3121 

●農協・金融機関 
 

名 称 住 所 電話番号 

新岩手農業協同組合九戸支所 伊保内 7-25-1 42-3111 

岩手銀行（株）伊保内支店 伊保内 12-5 42-2121 

盛岡信用金庫九戸支店 伊保内 10-10-1 42-2141 

●主な事業所等 
 

名 称 住 所 電話番号 

戸田郵便局 戸田 18-2-2 43-2010 

伊保内郵便局 伊保内 6-14-1 42-2101 

江刺家郵便局 江刺家 7-61-5 42-2102 

二戸地方森林組合九戸支所 伊保内 10-11-6 42-4240 

九戸村商工会 伊保内 11-47-1 42-2230 

九戸村土地改良区 伊保内 10-11-6 42-2111 

岩手県北自動車（株）伊保内営業所 伊保内 12-52-3 42-2211 

ＮＥＸＣＯ東日本九戸料金所 江刺家 8-25-2 42-2218 

（株）九戸村ふるさと振興公社 山屋 2-28-1 42-4400 

オドデ館 山屋 2-28-1 42-4400 

ふるさとの館（ふるさとの湯っこ） 伊保内 16-91-3 42-4001 

コロポックルランド 江刺家 9-81 42-4062 

まさざね館 伊保内 11-47-1 42-2226 

（株）九戸村ナインズファーム 伊保内 10-11-6 42-2111 

花きセンター 戸田 17-7-9 43-2425 

野菜真空予冷施設 江刺家 3-33-1 42-2054 
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◎二戸地域医療機関一覧 
 

診療機関名 電話番号 診療科目 

岩手県立二戸病院 

 

 
 

23-2191 

内科・消化器内科、循環器内科、神経内科、血液内
科、 呼吸器内科、精神科、小児科、外科、麻酔
科、整形 外科、脳神経外科、心臓血管外科、泌尿
器科、皮膚科、産婦人科、眼科、耳鼻いんこう
科、放射線科、リハビリテーション科、地域医療科 

岩手県立軽米病院 46-2411 内科、小児科、外科、訪問診療 

岩手県立一戸病院 
 

33-3101 
内科、精神科、神経内科、小児科、外科、整形外 
科、皮膚科、泌尿器科、眼科、耳鼻咽喉科、歯科 

岩手県立二戸病院附属九戸地域診 
療センター 

 

42-2151 
内科、小児科、外科 

おりそ内科・循環器クリニック 22-2251 内科、循環器科 

川村医院 23-3252 内科、産婦人科、リハビリテーション科 

菅整形外科皮膚科クリニック 

 

23-7311 
整形外科、リウマチ科、理学診療科、皮膚科、麻酔
科、ペインクリニッ ク科 

斉藤産婦人科医院 23-2505 産婦人科 

すがわら消化器内科 23-2879 内科、消化器科 

千葉耳鼻咽喉科医院 23-2009 耳鼻咽喉科 

二戸クリニック 25-5770 内科、外科、泌尿器科 

二戸市国民健康保険金田一診療所 27-2205 内科、外科 

二戸市国民健康保険浄法寺診療所 38-2021 内科、小児科、外科、整形外科 

よこもり眼科クリニック 22-2230 眼科 

いちのへ内科クリニック 33-2701 内科 

奥中山高原クリニック 35-2011 内科 

小鳥谷診療所 34-3501 内科 

 

松井内科医院 

 

33-2201 
内科、呼吸器科、アレルギー科、神経内科、 
消化器科、循環器科、リハビリテーション科 

小野寺クリニック 46-2822 内科、皮膚科、泌尿器科 

中村医院 46-2131 内科、外科 

むらかみ医院いたみのクリニック 48-1500 内科、消化器内科、外科、皮膚科、肛門科、麻酔科 

ふくもりたこどもクリニック・ア

レルギー科 
43-3137 小児科・アレルギー科 

カシオペア医院 23-3331 消化器内科、内科 
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